
01341 9,000 2014.1（新）318

2014  winter
Vol.48

防災・命の道をめざす異種の道ネットワーク
～官民一体となったレジリエンスの取り組み～

巻 頭  年間シリーズ しなやかで強靭な社会づくり 



2014 .1

Vol.48

1

52
災害・事故情報〈対象期間：2013年9月～11月〉
インターリスク総研からのお知らせ

8

マネジメントシステムを活用した事故防止取り組みのすすめ
～「運輸安全マネジメント制度」と「ISO39001」の視点から～

感染症対策

企業の水災対策の最前線

危機管理担当者のための「職場の感染症対策」

水災対策18
自動車事故防止22

再生医療新法と改正薬事法の概要、
および細胞加工機関のリスク再生医療26
日経225企業のリスク情報開示状況レポート
（2013年3月期）企業リスク34
ＢＣＰの実効性を高めるために
～周知、教育、訓練、見直しの現状とその具体的な方法～ （後編）

BCP37

50

9

13

46

防災・命の道をめざす異種の道ネットワーク
～官民一体となったレジリエンスの取り組み～

ＪＳＲグループにおけるリスクマネジメントの取り組みリスクマネジメント

事業所の中で生物多様性に配慮する
～企業緑地における取り組み事例～

生物多様性

41 いま、注目されるアグリビジネス
～第3回 フード&アグリを取り巻く九つのリスク～

アグリビジネス

巻 頭  年間シリーズ しなやかで強靭な社会づくり 

Growth with Resilience 3.11シリーズ
〈第3回〉「国土強靭化」とリスクマネジメント
連 載



RMFOCUS Vol.48　1

巻 頭  年間シリーズ しなやかで強靭な社会づくり 

防災・命の道をめざす異種の道ネットワーク
〜官民一体となったレジリエンスの取り組み〜

【聞き手】
株式会社インターリスク総研
総合企画部
上席コンサルタント　長

は せ が わ

谷川　泰
やすし

【お話をうかがった方】
慶應義塾大学特任教授

米
よ ね だ

田　雅
ま さ こ

子 先生

1．はじめに

　
本誌では、巻頭年間シリーズとしてし

なやかで強靭な社会づくりへの貢献を
テーマに記事を組んでいます。広域の
大規模自然災害等に対する防災・レジ
リエンス（強靱化）を考えるとき、個々
の企業単独の取り組みだけではおのず
と限界があり、組織の枠を超えて取引
先や地域・自治体等と連携する必要性
が繰り返し指摘されています。企業は
地域社会の一員として、自社の事業継
続性強化にとどまらず、地域社会の防
災やレジリエンスに貢献することが求め
られており、官民一体となった取り組み
の重要性がますます高まっています。

本稿では、慶應義塾大学特任教授の
米田雅子先生に、用途や管理主体が異
なる道路をネットワーク化することで、
地域社会の防災・レジリエンスに資する
ことをめざす「異種の道ネットワークづ
くり」の活動についてお話をうかがいま
した。企業、自治体、農業・林業関係者
などが、地域で官民一体となって取り
組んでいる事例としてご紹介します。

【インタビュー本文】

２．異種の道とは

−まず、異種の道ネットワークについ
てその概要をご説明ください。

道路といえば、国道・地方道等の公
道を思い浮かべますが、日本には、地
図に掲載されていない道や市町村が
把握できていない道があります。電力
管理道、通信管理道、林業路網などの
民道、国有林林道、砂防施設管理道、
自転車道路などです。異種の道ネット
ワークとは、これらの道を洗い出して
異種の道をつなぐことを提案するもの
です。つまり公道と民道など異種の道
をつなげば、最小のコストで、防災・命
の道、森林整備・国土保全の道のネッ
トワークを作ることができるというこ
とです。

　

−地図に掲載されていない道や市町
村が把握できていない道があると
いうことですが、少し詳しくご説明
ください。

多くの人は、市内にどのような道が
あるか、当然市町村が把握していると
思っています。ところが把握しているの
は公道だけです。普通の民間の道とい
うのは、市町村が把握できていないこ
とが多いのです。さらに、日本には国有
林が多く存在しますが、国有林の道は
国の管轄なので、市町村は、国有林の
道がどこにどのように存在しているの
かを知らないことが多いのです。次頁
図１の地図を見てください。普通の地
図を見ると、このように青い線で描かれ
たような国道、県道、市町村道、農道、
林道しか載っていません。ところが実
際にＧＩＳ（地理情報システム）を使っ
て、航空測量のデジタル情報で、どこに
道があるのかを調べると、次頁図２の
地図で赤く引かれた線が示すように、
地図に載っていない道が多く存在して
いることが分かります。
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３．異種の道が
防災・命の道に

　

−そのような道をつないで防災や命
の道として利用するというのは具体的
にどのようなことかご説明ください。

たとえば山深い地域、山間部です
と、大雨が降って土砂崩れが起こり、
集落へつながる唯一の道がそれによっ
て遮断されてしまったら、孤立集落が
発生し、住民は非常に危険な状態にさ
らされます。そのようなときに、集落の
近くに、国有林の道や製紙会社の道、
そしてそれらにつながる道があれば、
そこから避難することができます。あ
るいは、必要な物資を輸送することも

なネットワークを作ろうとすると、多額
の費用をかけて平時には利用しないよ
うな道を新たに作ることになります。
財政上の問題もあって実現は難しいで
す。既に存在している民間の道や国、
都道府県の管理する道などをつないで
活用すれば、最小のコストでこのネット
ワークを作ることができます（図３）。

−パイロット地域を選んで、そこで具
体的に活動なさっているようです
が、ご紹介ください。

現在、岐阜県の高山市、下呂市、飛騨
市、白川村というところで「ひだ異種の
道ネット検討会」というものを立ち上
げています。ここには県、市、国土交通
省、林野庁、森林組合や建設業などが
入っています。この地域は、林業と建設
業が協力して新しい林業システムをめ
ざす林建協働の発祥地であり、岐阜県
飛騨地域では2008年5月から「ひだ林
業・建設業森づくり協議会」という組
織を結成し、私も活動を支援してきまし
た。森林整備に必要な作業道建設と機
械化は、建設業の得意とするところで
あり、林業と協力することで、作業の効
率化とともに森林整備を進める、とい
う活動です。「ひだ異種の道ネット検討
会」注1）はそのような林建協働のベース
がある地域で結成したものです。

凡例
公道（国・県・市道・農道・林道）
国有林道
民間道
国有林
民間社有林

岐阜県高山市

岐阜県下呂市

岐阜県郡上市

岐阜県中津川市

岐阜県東白川村
岐阜県白川町

岐阜県七宗町

岐阜県関市

0 5 10 20km
1:150,000 背景地図として、国土地理院発行の5万分の1の地形図を使用

県・市町村道
と林道を結ぶ。

民間道と
林道を結ぶ。

県・市町村道
と民間道を結ぶ。

岐阜県高山市

岐阜県下呂市

岐阜県郡上市

岐阜県中津川市

岐阜県東白川村
岐阜県白川町

岐阜県七宗町

岐阜県関市

凡例
公道（国・県・市道・農道・林道）

0 5 10 20km
1:150,000 背景地図として、国土地理院発行の5万分の1の地形図を使用

（出典：米田雅子「防災・命の道をめざす異種の道ネットワーク」資料）

【図1】

【図2】

できます。そのようにして集落が孤立
する危険を回避できるということです。
行政が管轄している道、つまり官の道
だけでそのような非常時に使えるよう

【図３】異種の道をつなぐネットワークづくりの概要
（出典：米田雅子「防災・命の道をめざす異種の道ネットワーク」資料）

地図に載っていない道
□河川管理道（国または都府県）
□砂防管理道（国または都府県）
□臨港道路（国または地方公共団体）
□自転車道（国または地方公共団体）
□里道・赤道（多くが不明）　　　

地図に載っていない民間道
□林業専用道・林業作業道
  （森林組合・企業・個人など）　
□農業の作業道
□電力管理道（電力会社）
□通信管理道（通信事業社）
□製紙会社道（製紙会社）　
□私道　
□・・・

地図に載っている道
□国道（国土交通省）
□県道（都道府県）
□市町村道（市町村）
□林道（市町村）
□農道（市町村）

すべての道（公道＋民間道）を把
握する

異種の道をつなぎ、最少コストで
ネットワークを作る

◦防災・命の道
◦国土保全、森林整備のための道
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パイロット調査として、高山市全域
の道を表示した異種の道の地図を作
成する作業を開始しました。具体的に
は、対象地域についてＧＩＳ（地理情報
システム）データを入手します。２,５００
分の１の地図であれば、どこに道があ
るか分かります。その中で、公道のとこ
ろを青く塗って、残った道がどういう
道なのかを調べます。例えば高山であ
れば、まず製紙会社のA社に地図（紙
データ）をもらい、GISデータと重ね合
わせてここはA製紙会社の道というこ
とを確認していきます。国有林は、地
図を電子データで持っているので、GIS
とデータを重ね合わせて、国有林の道
を特定します。そしてさらに残った道に
ついて、その所有者を調べていきます。
森林組合が作っている道もありますの
で、森林組合からも地図をもらいます。
それもデータ上で重ね合わせて、誰の
道かを特定していきます。

高山の場合は、土地のほとんどが山
なので林業が最も多く、砂防の道など
は、省庁の管轄が違いますが、役場が
その地図を持っていますので特定でき
ます。電力管理道は電力会社から地図
をもらいます（図４）。

パイロット地域でやる場合は、地域
が決まっているので、調べても分から
なかった道について、地域の住民の方

【図４】異なる道の情報収集と重ね合わせ
（出典：米田雅子「防災・命の道をめざす異種の道ネットワーク」資料）

【図５】通常の道路評価ではない総合的な評価を提案
（出典：米田雅子「防災・命の道をめざす異種の道ネットワーク」資料）

が知っていることがあります。一方で市
町村ではそれを把握できていないこと
もあります。まず地図を作るというこ
とが、2012年から開始した作業の第一
歩でした。次に、どのような課題があっ
て、何をすべきかについては、関係者が
集まって洗い出していきました。具体的
につなごうとしたらどういう形になる
のか、地域でつなごうとしたらどういう
プランがあるのか、それを実現するた
めには制度上どのような問題があるの
か、などと考えていきます。

また、道路の費用便益分析の新し
い枠組みについて検討する活動もして

います。例えば異種の道を、具体的に
このポイントでつなぎたいというプラ
ンがあります。道をつないだ場合の効
果を評価していこうとすると、通常の
道路評価の費用便益（Ｂ／Ｃ）評価で
は、異種の道ネットワークの有効性を
示すのは難しいことが分かりました。つ
まり、防災、災害対策としての効果、さ
らに国土保全、森林再生、環境保全、
地域活性化といった視点も盛り込ん
で、総合的に評価する必要があると考
えます。そこで図５にあるような三つの
評価基準で、総合評価する指標を出せ
ば、つなぐだけのメリットが明確になる
のではないかと考えています。具体的
に、費用換算できる直接効果と定性的
な波及効果を体系化して整理すると次
頁図６のようになります。このように、
この道の補強にどれくらいのお金がか
かって、それによって生じる効果がどれ
くらいあるのか、あるいは林業もこの
道を使って木材搬出を行うことでどれ
くらいの効果が出るのかなど、そういう
ことを総合的に調べようとしている取
り組みです。

大切な財源を使って事業を行うので
すから、このように従来の道路評価で
は測れない効用について、それがある
というだけではなく、実際に数字で示
していかなければなりません。

金木戸

双六



4　RMFOCUS Vol.48

　４．技術面、制度面等の課題

−費用を低減するための民間企業に
よる技術開発についてお聞かせくだ
さい。

低コストで壊れにくい道を作るため
の技術開発や試行が民間企業の取り
組みとして行われています。例えば、鉄
鋼スラグを砂利代わりに使った舗装で
すとか、早期交通開放型コンクリートで
すとか、人力で運べる軽い鋼製の土留
工などがあります（図７）。人力で施工
できるというのは重要なポイントです。
生コン車が入っていけない山道であっ
ても、いざとなったら、人力で敷設でき
るということです。簡単なコンクリート
攪拌機をつかって、舗装材を敷いて、な
らすのも人力で行えます。こういった人
力施工をベースとして考えないと山道

【図６】事業効果の評価項目　　　（出典：米田雅子「異種の道をつなぐネットワークづくり」『道路建設』2013年5月号、13頁、図6）

【図７】さまざまな道路敷設の技術
（出典：米田雅子「防災・命の道をめざす異種の道ネットワーク」資料）
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は作れません。生コン車が入れないよ
うなところにも道を低コストで作ってい
くことが可能になる技術が必要という
ことです。それによって地域の住民が
参加して労力を提供し、簡単に施工で
きるようになります。
材料の開発だけでなく、どうすれば
安い費用で必要とされる水準の道を作
れるか、その工法についても、地域の
林業と建設業が共同して開発していま
す。このようにして、低コストで壊れに
くい道を作ることが技術的に可能にな
ると、次に制度上の課題を克服しなけ
ればなりません。どういうことかという
と、林業の分野では可能であっても、そ
の規格が道路法上は存在しないなどと
いう、規格や制度上の問題が発生する
のです。
　
　　
−制度的な課題について具体的にご
説明ください。

道にはさまざまな種類があります。
異種の道には、異なる準拠法令、定
義、管理者、利用対象車両、道路構
造、適用規定があります。したがって異
種の道をつなぐためには、接続道をど
の法令や基準に基づいて整備するのか
が課題となります。表１は、道の種類ご
とに異なる準拠法令や管理者が書い
てありますが、たとえば国道・県道は
国土交通省や都道府県が管理者で、市
町村道は市町村が管理者、これらが準
拠している法令は道路法になります。
一方で、林道は林野庁が定める林道規
定、農道は土地改良法、河川管理道は
河川法が準拠法令になります。異種の
道をつなぐには、管轄する省庁を横断
して手続きを進めなければならず、大
変な作業になります。これらの課題を
乗り越えるためには、地域に軸足を置
いてパイロット事業として協議会など
横断型の組織を作って、実際に活動し
ていくことが重要と考えています。地域
の実情に合わせて解決していくしかな
く、一律の答えはありません。

−制度以外に民間の道の活用など官
民連携における課題はありますか。

異種の道を官民の関係者でお互いに
使えるようになるとメリットが大きいの
ですが、問題もあります。民間の道は
誰でも使っていいということになると、
違法投棄されたらどうなるのかという
問題が起こります。この点については、
具体的に地域で防災協定などを結ぶな
ど、利用ルールを検討する必要があり
ます。「命の道」にとって重要な道であ
る場合、維持管理の方法についても考
えなければいけません。それについて
官と民の連携をどのようにとっていった
らいいか、事故発生時の責任は誰が負
担するのか、などの問題です。
違法投棄や事故発生などのトラブル
はマイナスの側面ですが、それを避け
たいがために道をお互いに融通して使
えることによる大きな利便性を失うと
いうのはもったいないことです。震度
７の地震が発生したときに、津波から
逃げるための道が健全に保たれてい
るかどうかは誰にも分からない。だか
ら、そこに道があることを住民に知ら
せない、あるいは使わせないで生き延
びる可能性もシャットダウンしてしまう
のか、それとも、ここに道がある、ただ
し震度７の地震が発生していれば途中
で崩れている箇所があるかもしれない

し、余震で崩れる可能性があるかもし
れない。そういうことを踏まえた上で、
それでもとにかく生き延びるためにこ
の道を使うことを許可するのか、どちら
を選ぶか、ということです。被害が避け
られないならそれを最小限に抑える、
というのはレジリエンスの基本です。お
のずと答えは出ると思います。

　
５．震災から人々を守る
「命の道」

−東日本大震災において、林業の作
業道が、避難路や救援物資の運搬
などに役立った例があると聞いてい
ますが、具体的にご紹介ください。

釜石市平田尾崎白浜地区の例では、
林建協働の一環で、集落の山側に基幹
作業道が完成しました。その後に３．１１
東日本大震災が発生しました。大津波
により沿岸の道路が寸断され、孤立状
態になりましたが、その際、この林道作
業道が「命の道」となり、住民の避難
路、救助・復旧路として利用されたの
です（次頁図８）。他の集落でも、多く
の林道が「命の道」として利用されまし
た。集落の住民の方々には非常に感謝
されました。異種の道というのは、本当

道路の種類 準拠法令 管理者

公　道

国・県道
道路法・道路構造令

国土交通大臣または、都府県

市町村道 市町村

農道 土地改良法・設計基準 地方公共団体の長または土地改良組合の長

林道 森林法・林道規程 地方公共団体の長または森林組合等の長

砂防管理道 砂防法・設計要領 国土交通大臣または、都府県

河川管理道 河川法・構造令 国土交通大臣または、都府県

臨港道路 港湾法 国土交通大臣または地方公共団体

自転車道 自転車道の整備等に関
する法律 国土交通大臣または地方公共団体

里道 国有財産法 敷地が国有地であるものについては、都道府県知事

民　道

製紙会社道
林道規程

製紙会社

森林組合作業道 森林組合等の長または森林所有者

電力管理道 − 電力事業者　

【表１】主な道路の種類、準拠法、規格、管理者

　（出典：米田雅子「異種の道をつなぐネットワークづくり」資料）
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にやらなければならないんだと、その
時に決意しました。

　
−釜石で林業の基幹作業道が物資
輸送などに役に立ったという事例で
すが、作業道を一般の住民などが使
うことについて、何か問題はありま
せんでしたか。

震災直後でもありますし、当然なが
ら安全管理上の課題はあるのは確かで
す。ただ生きるか死ぬかの緊急事態で
あり、それに地権者自身が被災者にも
なっていますから、道を利用することに
ついて特段の問題は発生しませんでし
た。その基幹作業道は10トントラックが
入れましたので物資輸送に力を発揮で
きました。基幹作業道の管理は、いろい
ろなケースがありますが、通常森林組
合で地権者たちが集まって共同管理す
るのが一般的です。当該作業道は釜石
の森林組合が作りました。ですから釜
石の森林組合が、森林所有者との合意
のもとで、作業道の管理をしています。

今後、緊急事態における民道等の活
用ルールを考えるとしたら、災害協定
を結んで、①災害時は鍵を壊して使うこ
とを認める、②鍵を相互で保管してお
く、③保管場所を決めて関係者が事前
に確認しておく、などと事前に取り決め
ておく方法があると思います。

−南海トラフ地震に備えて、異種の
道はどのように活用できますか。

南海トラフ地震では、海岸沿いの道
路でこの部分が寸断されたら大津波か
ら逃げられない、あるいは震災直後の
物資輸送路が確保できない、などとい
う課題を解決するのに、異種の道をつ
なぐという考え方は現実的で有益な答
えになるでしょう（図９）。また最初の
段階として、関東から九州にかけての沿
岸部が急峻な地域で、山中にどんな道
があるのかを調査して異種の道の地図
づくりを行い、それをもとに避難計画を
立てることを提案します。またパイロッ
ト地域を指定して異種の道をつなぎ、
効果を確認する事業も提案します。

日本には海岸線に山が迫っていて、
山にしか逃げられない場所が多くあり

ます。大津波が来る前に山に逃げよう
としても、道があってもどこにあるか分
からなければ逃げられないし、もし歩
いて逃げられても、その次に逃げた場
所に物資が届くルートがなければ生き
延びることができません。

海岸沿いにしか道がない、他に道が
ない状況でも、簡単に言うと、「知られ
ていない既存の道をつないで、なんと
か避難できる道を作りましょう。建設
業、林業、農業、自治体など、官民の関
係者が集まって、官も民も区別なく既
存の道を活用しましょう。」というのが
異種の道ネットの考え方です。シンプル
な話です。南海トラフに備えた異種の
道ネットの検討は、室戸市、東洋町、紀
北町などでも既に始まっています。

　
　
　６．森林再生などの

波及効果について

−異種の道をつなげることは、防災
だけでなく、森林再生や国土保全な
どにつながる波及効果もあるとのこ
とですが、それについて具体的にご
説明ください。

一般に日本の植林では、苗木を植
え、成長と共に弱い木を間伐し、残っ
た木を大きく育てる方法がとられま
す。間伐を怠ると、暗い森になり、木の
下に草が生えず、樹木はもやし状にな

【図９】南海トラフ地震における異種の道ネットの活用
（出典：米田雅子「防災・命の道をめざす異種の道ネットワーク」資料）

【図８】　　　　　　　　　　（出典：米田雅子「防災・命の道をめざす異種の道ネットワーク」資料）

■「起こってはならない事態」を回避するため、
「交通の分断」、「津波からの避難」に対する解決策として、「異種の
道ネットワークの活用を！」

▪「広域にわたる大規模津波等による多数の死者の発生」
▪「被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止」
▪「太平洋ベルト地帯の幹線が分断する等、基幹的陸上海上交通ネット

ワークの機能停止」
などの解決方法に本提案は活用可能である。

「命の道」として利用された林道
釜石市平田尾崎白浜地区では、大津波により沿岸の道路が寸断され、孤立状態となった。その際、

集落の山側にある林道作業道が「命の道」となり、住民の避難路、救助・復旧路として利用された。他
の集落でも、多くの林道が「命の道」として利用された。
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しなやかで強靭な社会づくり

り、病害虫にも弱くなります。そして、
林地の保水力は弱まり、土砂崩れが起
きやすくなります。国内には間伐が必
要な森林が多くあるにもかかわらず、
作業道が整備されていないなどの理由
から間伐されずに荒廃する森林が増え
ている状況にあります。森林の伐採と
いうと地球温暖化につながるイメージ
がありますが、森林も高齢化が進むと
光合成によるCO2吸収効果が落ちて、
呼吸による排出と相殺すると、二酸化
炭素の吸収を期待できなくなります。し
たがって老木になる前に伐採して、そこ
に苗木を植えて育てるというサイクル
を回すことが重要になるのです。

異種の道ネットワークの活動以前か
ら、林業の林建協働の活動に携わって
いましたが、その活動の中で、日本の森
林の生育量は毎年平均すると年間の木
材使用量約８,０００万立米を超えていて、
数字の上では、１００％自給できる状況で
あるにもかかわらず、なぜ輸入している
のか、という疑問を感じました。間伐は
しても道がないのでその７〜８割を搬
出できず、コストの問題からそのまま
捨てている状況もありました。もし山の
中に、基幹的なネットワークが整って
いれば、機械も入れるし車も入れる。
林業そのものの生産性が向上し、間伐
材も森林から外に搬出できて利用でき
るようになる。つまり異種の道をつなげ
ることは、林業の再生・地域の活性化
につながり、さらに、森林が整備され
ることを通じて、土砂崩れ防止、水源
かん養、CO2削減にもつながるのです
（表２）。

　

　７．防災・レジリエンスと
官民連携

　

−民間企業が地域や自治体と、あるい
は企業同士で連携して防災やレジリ
エンスの取り組みをするにあたって、
何かヒントがあれば教えてください。

大手企業は高い技術力でコストダ
ウンを図り、地域に必要な資材や技術
を開発、提供するという役割が求めら
れるかもしれません。ＪＡＰＩＣ（日本プロ
ジェクト産業協議会）注2）でもそのよう
な取り組みを行っています。今回は「異
種の道」のお話をしましたが、それさえ
実現すれば大丈夫だとは言っていませ
ん。異種の道ネットワークは、官民が
連携して、少ない予算で効果的に命の
道、避難路を確保する現実的な取り組
みの一例です。日本の海岸線には、台
風とか高潮のための堤防はあるけれど
も、大津波を防ぐには高さが足りない
ところがあります。それでもすべての海
岸線に大津波を防げるような堤防を築
くほど、国には予算がないのが現実で
す。異種の道をつないで避難路を確保
する考え方は、そのような中で、「何と
しても命を守る」ために、道があるのな
ら、あるものはみんな使って逃げましょ
うという発想から生まれました。それ
が民間の道であっても協力して道を提
供し合う、限られた予算の中でできる
ことをやっていきましょうということで
す。これは考えてみるとごく当たり前の
発想であると思います。企業や自治体
もこのような自由な発想で連携するこ
とが大切だと思います。

地域社会の一員として、限られた資
源・多くの制約の中で、どうすれば地域
の関係者がＷｉｎ-Ｗｉｎで物事を進めら
れるかを考えてみることが大事です。
異種の道ネットワークは平時において
も、林業・森林再生につながる、国土保

全により土砂災害防止、水源かん養・
環境保全につながる、雇用創出で地
域が活性化するなど、すべてが地域の
人々にとって役に立つことにつながりま
す。地域社会が強くなれます。このよう
な波及効果も含めて広い意味で考える
と、異種の道ネットワークから始まる森
林再生そのものがレジリエンスの取り
組みといっていいかもしれません。とに
かく地域にあるものを活用する、官も
民もなく、地域で一緒に取り組むこと
で、官にも地域にもメリットがあり、民
にとってもメリットがある、そういうこと
を実現していけたらよいと思います。

　

−本日は貴重なお話をおうかがい
することができました。ありがとう
ございます。（このインタビューは、
2013年10月21日に行われたもので
す。）

事業分野 効果

防災・災害対策 ◦孤立集落の回避
◦災害の早期復旧

国土保全 ◦治山治水
◦急傾斜地崩壊対策

森林再生 ◦森林資源の活用、計画的な森林施業
◦水源かん養機能、土砂災害防止機能

環境保全 ◦地球温暖化防止
◦自然生態系の保全

民間事業 施設管理道や社有林道へのアクセス効率化、等

【表２】異種の道ネットの効果

　（出典：米田雅子「防災・命の道をめざす異種の道ネットワーク」資料）

１）ひだ異種の道ネット検討会（座長：米田雅子）
岐阜県、高山市、下呂市、飛騨高山森林組合、
たかやま林建協同組合、国際航業、JAPIC等
で構成。本稿の図の出典である米田雅子「防
災・命の道をめざす異種の道ネットワーク」資
料は、この検討会の報告書をもとに作成

２）JAPIC(一般社団法人日本プロジェクト産業
協議会／会長：三村明夫）
産官学民の交流を通して、国家的諸課題の解
決を図るシンクタンク。会員は３７業種・１９１の
団体・企業等。下部組織に森林再生事業化委
員会（委員長：米田雅子）があり、そこで「異種
の道ネットワーク」に取り組む

注）
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争力向上のためには、国のリスクマネジメント
の向上も必要であるという議論がなされた。

莫大な費用がかかる国土強靱化事業を本気
で進めるためには、費用対効果だけでなく、第
三の軸であるリスクを導入し、リスクの重大性に
基づいて施策を選別し、その有効性を見極める
ことが不可欠なのである。このため、国土強靱
化におけるリスクマネジメントは次の三つの意
味を持つことになった。
①施策に優先順位をつけ、絞り込みを行う
②優先順位づけにあたって、リスクベースで
分析評価を行う（脆弱性評価）

③施策の有効性を評価し、施策の見直しを行
う（PDCAサイクルの導入）

　

基本的な進め方

最も重要なことは、上記①である。リスクの
重大性に基づいて、国土強靱化の施策を府省庁
横断で選別し、府省庁間の重複を避け、施策に
優先順位をつけて決定し、実行することこそ国
土強靱化の本質と言っても過言ではない。これ
はわが国の「お役所仕事」ではできなかったこ
とであるが、平成26年度予算の概算要求におい
て、これをやってみた。各省庁の抵抗は相当強
かったと聞いている。
②は、リスクアセスメントの導入である。基本

法に脆弱性評価の実施という条項が入っている
のはこのことである。残念ながら、法案の検討
時には脆弱性評価について定義、範囲、方法等
の詳細な検討は行われなかったようだ。国のレ

ジリエンス政策に脆弱性評価を
入れている例は、米国の「国家イ
ンフラ防護計画（NIPP）」に見る
ことができるが、米国では、リスク
アセスメントとして、脆弱性評価
と結果評価の二つのプロセスを
導入しており、わが国のように脆
弱性評価のみを入れている例は
ない。英国のレジリエンスでは、
通常のリスクアセスメントのプロ
セスを踏襲しており、脆弱性とい
う視点は入っていない。

ISO ガイド73によれば、脆弱性
とは「ある結果をもたらす事象に
つながることがあるリスク源の影
響の受けやすさを招く物事の本

Growth with Resilience 3.11 シリーズ
第 3回 「国土強靭化」とリスクマネジメント
連載全４回

国土強靱化に関する基本法案が2013年末に
ようやく可決・成立した。当初の法案には野党か
ら多くの要望が出され、名称が「強くしなやか
な国民生活の実現を図るための防災・減災等に
資する国土強靱化基本法（以下「基本法」とい
う）」という非常に長い名前になった。

「強靱」には、強い防波堤、建築物・構造物の
耐震化などの「強さ」が強調されたイメージが
まとわりつくため、国土強靱化から「公共投資
のばらまき」という印象がどうしてもぬぐえな
い。法案は、その印象を少しでも和らげるため
のネーミングであろう。

　

国土強靱化はリスクマネジメント

しかしながら国土強靱化構想において最も
重要な考え方はリスクマネジメントなのである。
基本法と並行して検討された「国土強靱化政策
大綱（以下「政策大綱」という）」にこう書かれ
ている。

　
「国土の強靱化」は、いわば国のリスクマ
ネジメントである
　
この背景にあるのは、わが国のリスクマネジ

メントに対する世界の厳しい目である。例えば、
2013年の世界経済フォーラムの「グローバル・リ
スク・レポート2013」では、各国の国際競争力と
政府（国）のリスクマネジメントの有効性の相関
関係が報告されている（図参照）。このことを含
めて、産業競争力会議などでもわが国の国際競

来的特性」と定義されており、現在目に見える
ものもしくは予測可能なものに限定されており、
「結果」そのものを評価するものではない。こ
のため米国では「結果評価」と併せることにし
ているのである。

わが国では、主に施策の脆弱性を見る視点を
暫定的に導入したにすぎないが、今後はリスク
アセスメントおよびリスクマネジメント・プロセ
スにおける脆弱性評価の位置づけ、意義、方法
等を検討していく必要があると考える。こうし
た検討については、検討会を組成して、来年度
から始めることになっている。
最後の③は施策のやりっ放しを許さない

「PDCAサイクルの導入」である。リスクマネ
ジメメント・プロセスとして次のPDCAサイクル
を回すことにしている。
（ⅰ）強靱化が目指すべき目標を明確にした上

で、主たるリスクを特定・分析
（ⅱ）リスクシナリオと影響を分析・評価した上

で、目標に照らして脆弱性を特定
（ⅲ）脆弱性を分析・評価し、脆弱性を克服する

ための課題とリスクに対する対応方策を
検討

（ⅳ）課題解決のために必要な政策の見直し
を行うとともに、対応方策について、重点
化・優先順位を付けて計画的に実施

（ⅴ）その結果を適正に評価し、全体の取り組
みを見直し・改善

このサイクルを繰り返すとともに、常に直前
のプロセスに戻って見直すことにより、国全体の
強靱化の取り組みを推進するのが基本である。

　

今後の予定

基本法が成立したので、まずは国土強靱化推
進本部が組成される。2013年末に政策大綱と暫
定的な脆弱性指針が策定されたので、2013年度
内から2014年度初頭にかけて脆弱性評価と、引
き続き第一次国土強靱化基本計画の策定が行
われる。並行して、政策大綱に準拠して国の他の
計画の見直し準備が行われることになっている。

これが2013年度内からの主な動きであるが、
先に述べたように脆弱性評価やBCP/BCM取
り組みの検討などが残っており、これらも順次
行われる予定である。

　（続く）

ナショナル・レジリエンス（防災・減災）懇談会委員

株式会社インターリスク総研
総合企画部 特別研究員　　　　小

こ ば や し

林 誠
まこと

【図】政府のリスクマネジメントの有効性と国際競争力指数
（出典：World Economic Forum, Global Risks2013）
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リスクマネジメント
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１．はじめに

JSRグループの中核会社であるJSR株
式会社は、1957（昭和32）年、合成ゴムを
国産化するための「合成ゴム製造事業特
別措置法」に基づき、国策会社である日本
合成ゴム株式会社として発足し、1969（昭
和44）年、純然たる民間会社に移行した。
創業当初は合成ゴムの専業メーカーで
あったが、事業の多角化にも積極的に取り
組み、現在では、合成ゴム、合成樹脂など
の石油化学系事業のほか、電子材料、ディ
スプレイ材料、メディカル材料や環境・エ
ネルギー分野などの事業にも注力し、事
業領域を大幅に拡大させている（図1）。

ＪＳＲ株式会社
ＣＳＲ部長　　  久

く

保
ぼ

　達
た つ や

哉

【図2】JSR20i3（中期経営計画2013）ビジョンチャート

【図1】会社概要

創造の根源である宇宙と、最先端を意味する日の出の光（サンライズ）をイメージしたJSR社名ロゴをモチーフにデザイン。
右回転は「Materials Innovation」と「E2イニシアティブ」による事業領域拡大、外側への広がりは「経営方針」と「4C」によるグローバル化（多様化
/多極化）への対応と、2つの動きをあらわしています。
更に、地平線の下に隠れる太陽の半球が、3事業体制の更にその先の絶え間ない事業創造を想起させるデザインとしています。

～変わらぬ経営の軸～
■ 絶え間ない事業創造
■ 企業風土の進化
■ 企業価値の増大

～ステークホルダーへの責任～
■ 顧客・取引先
■ 従業員

CHALLENGE
COMMUNICATION
COLLABORATION
CULTIVATION

■ 社会
■ 株主

現在、従業員数はグループ全体で約
5,700名、JSR単体では約2,500名である。
グループ会社は約40社あり、日本以外で
は、アメリカ合衆国、ベルギー、中国、韓
国、台湾、タイ、インドネシアに展開してい
る。

このように、当社グループの事業活動
が、事業分野、活動地域ともに拡大を続
けている中で、企業活動・事業活動にお
ける「リスク管理」の重要性は格段に増し
ており、その対応が急務となっている。本
稿では、リスク管理についての当社グルー
プのこれまでの取り組みを振り返ったうえ
で、将来に向けた課題と対応について考え
てみたい（図2）。

●52.7％ エラストマー
●33.4% ファイン事業・その他
●13.9% 合成樹脂

社 　 名： JSR株式会社（JSR Corporation） 
設立年月日： 1957年（昭和32年）12月10日 
資 本 金： 23,320百万円 
連結従業員数： 5,659名（2013年3月31日現在） 
本社所在地： 東京都港区東新橋一丁目9番2号
 汐留住友ビル 

＜会社概要＞

＜売上高＞

＜事業別売上高（2012年度）＞

百万円
400,000

300,000

200,000

100,000

0 2011.3 2012.3 2013.3

340,666340,666 349,947349,947 371,487371,487
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２．これまでの活動

⑴CSR活動の開始とクライシ
ス・マネジメント

当社では、1990年代半ばに取り組みに
着手したレスポンシブル・ケア（RC）活動
が、その後のCSR活動の起点となってい
る。RCとは、化学製品製造企業がその事
業活動において地球環境に配慮し、かつ
従業員、地域住民、顧客などの関係者の
健康と安全を確保するための自主的な管
理活動のことで、当社は1995年にRC活動
のスタートを宣言し、活動を本格化させ
た。1999年には、「JSR企業倫理要綱」を
制定、同時に内部通報制度である「企業
倫理ホットライン」を導入することにより、
環境・安全および企業倫理の面における
リスク対応体制を整備した（図3）。

次に、CSR元年ともいわれる2003年に
「CSR会議」を設置し、既存のRC活動と
企業倫理活動に加えて、それまで注力して
いなかったクライシス・マネジメント（＝緊
急事態発生時のマネジメント）を重点項目

に設定、取り組みを始動させた。2004年、
緊急事態発生時の行動マニュアルである
「危機管理マニュアル」を策定・制定し、
有事の際に本社と工場の関係者が、危機
管理マニュアルに沿って適切に行動でき
るようにするためのドリルとして、社長以
下の関係者全員が参加する「危機管理訓
練」を2004年以降毎年実施し、対応力を
向上させてきた（図4、5）。その他にも、
緊急通報システムや社員の安否確認シス
テムの導入と定期的なシミュレーション
訓練の実施などにより、ハードおよびソフ
トの両面でブラッシュアップを重ねてきて
いる。

⑵クライシス・マネジメントから
全社的リスクマネジメントへ

次の節目は、2008年である。それまでクラ
イシス・マネジメントを含むCSR活動は会
議体であるCSR会議を軸として緩やかに
展開されていたが、2008年6月、CSR推進
体制を強化するために、CSR会議の下に
四つの委員会（企業倫理委員会、RC推進
委員会、リスク管理委員会、社会貢献委員
会）を設置するとともに、専任の推進部門と
してCSR部を設置した（次頁図6、図7）。四
つの委員会のうち、「リスク管理委員会」に
ついては、クライシス・マネジメントだけで
はなく、いわゆる「全社的リスクマネジメン

【図3】JSRグループのCSR活動の歴史

【図4】危機管理訓練 対策本部の風景 【図5】危機管理訓練 現場消防活動の風景

JSRグループのCSR活動の歴史
レスポンシブル・ケア活動からＣＳＲ活動へ

Phase 0 （1995～2002）
レスポンシブル・ケア（RC)
および企業倫理活動開始

Phase １ （2003～2007）
CSRとしての取り組みおよび
グループへの展開開始

Phase ２ （2008～現在）
CSR活動の本格化

1995 RC活動の本格推進開始
1996 RCレポート発行開始（～2005）
1999 ・｢JSR企業倫理要綱｣制定
 ・企業倫理社内ホットライン開設
　（2003 弁護士ホットライン、    
 　2008 インテグレックスホットラインを増設）

＊インテグレックスホットライン：
外部専門業者による多言語対応のホットライン

2003 「CSR会議」設置
RC、企業倫理、クライシス・マネジメントの
3項目を重点分野として取り組み強化

2004 ・企業倫理意識調査実施
 （以後定期的に実施）

・「危機管理マニュアル」制定 、緊急時の対処
方針・行動マニュアル策定
・リアルタイム型危機管理訓練実施
（以後毎年実施）

2005 ｢JSRグループ企業倫理要綱｣制定
2006 CSRレポート発行　（以後毎年発行）
2007 「遵法確認規程」制定、法令遵守体制構築

2008 CSR推進体制強化
  ・CSR会議の下に4 委員会 設置、CSR部を新設
 （企業倫理、RC、リスク管理、社会貢献）
2009 ・「社会貢献についての基本的な考え方」制定
 ・「国連グローバルコンパクト (GC)」に参加
 ・｢JSRグループCSRレポート｣発行（以後毎年発行）
2010 ・「リスク管理規程」制定、全社的リスク管理体制構築
 ・企業倫理要綱のグローバル共通化
 ・「CSR調達」開始
 ・生物多様性への取り組み開始
2011 ・企業理念体系の改定
 ・生物多様性への取り組み本格化
 ・企業倫理要綱多言語化
 ・BCMの検討に着手
 ・復興支援ボランティア活動実施
 ・社員向けCSRワークショップ開催
2012 ・JSRグループの生物多様性方針策定
 ・リスク管理システムの見直し

Ｃ
Ｓ
Ｒ
活
動
浸
透
策

ＲＣキャラバン＆本社環境安全監査（１９９５～）

企業倫理ヒアリング（２００５～２００７） ＣＳＲ説明会（２００８～）、RC&CSRキャラバン（２０１２）

ＣＳＲレポートを読む会（２００９～）

社内報「ＣＳＲの窓」、イントラ等での社長メッセージ等
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ト」への対応も重要な経営課題であるとの
方針が打ち出されて、それを担う委員会と
して設置されたものである。

リスク管理委員会では、既存のクライシ
ス・マネジメント活動を継続するとともに、
全社的リスクマネジメントへの取り組みに
ついて、以下の仕組みを構築し、基本規程
である「リスク管理規程」を制定した。

【全社的リスクマネジメントの仕組みの
概要】
・対象とするリスク：

業務上の善管注意義務を果たしていて
もなお発生しうる、経営に重大な影響を
及ぼす可能性があるすべてのリスク（た
だし、取締役会等の重要な会議で管理
されている設備投資・新規事業展開等
の事業戦略リスクは対象としない）

・対象とする部門：
JSRおよびすべてのグループ企業（海外
拠点含む）

・プロセス：以下の手順を年1回実施する
1各部門におけるリスクの洗い出し、評

価および対応策の策定（各部門での
作業にあたっては、担当者が一人で行
うのではなく、部門全員で知恵を出し
合って実施する）

2事務局による取りまとめ、リスクの仕
分け（「全社重要リスク」と「部門管理
リスク」）、リスクマップの作成（図8）

【図7】JSRグループにおけるCSRの考え方【図6】JSRグループにおけるCSR推進体制

【図8】JSRにおける全社重要リスクマッピングのイメージ
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中

低（10年に1回未満） 中（10年に1回以上～1年に1回未満） 高（1年に1回以上）

…全社重要リスク …部門管理リスク …新規リスク 昨年度から象限が
変わったリスク

発生頻度発生頻度 大大

全社R

全社R4

全社R1
全社R2

全社R3

全社R11

全社R12

全社R13

全社R8 全社R6

全社R7

全社R14

全社R9

全社R10

全社R5

拡張的
CSR

責務としてのCSR
（基盤的CSR）

環境安全 企業倫理 リスク管理

法令遵守

社会的要請・社会的課題に
対してJSRらしさをベース
に貢献
⇒社会貢献委員会

企業として取り組むことが
必須となっている活動
⇒企業倫理委員会、RC推
進委員会、リスク管理委
員会

取締役会

CSR会議

議長：CSR担当執行役員　事務局：CSR部
下の4委員会を統括・指導し、CSR活動の強化を図る

企業倫理委員会 RC推進委員会 リスク管理委員会 社会貢献委員会

委員長：総務担当執行
役員

事務局：総務部

•JSRグループの企業
倫理活動推進
•法令遵守の確認と
フォローアップ
•人権の尊重と保障
の推進

委員長：環境安全担当
常務執行役員

事務局：環境安全部

•JSRグループの安
全、環境、品質、製品
安全に関する方針
の策定および見直
し、実施の促進

委員長：経営企画担当
執行役員

事務局：CSR部

•JSRグループを取り
巻くリスクの対応方
針の策定および継
続的改善

委員長：広報担当執行
役員

事務局：CSR部

•JSRグループが取り
組むべき社会貢献
活動の検討、推進

代表取締役

3リスク管理委員会およびCSR会議に
おける議論を経て、全社重要リスクの
決定と対応方針の決定

4各部門におけるリスク対策の推進、リ
スク管理委員会・CSR会議によるモ
ニタリング

・リスクの重要度の判定基準：
そのリスクが発生した場合に経営に与
える影響度合い、および発生頻度（発
生確率）の２軸により判定する

⑶活動のレビュー

2009年から上記の仕組みを３回（３年）
回したところで、リスクの専門家であるイ
ンターリスク総研の知見も借りて、全社的
リスクマネジメント体制のレビュー・検証
を実施した（2012年）。レビューをすること
にした背景、結果概要および改善策は以
下のとおりである。
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【背景】
1３年間の全社的リスクマネジメント活動

の継続実施により、リスク管理は組織に
定着しつつあるが、現行のシステムは全
社的リスクマネジメント活動を導入する
ことを第一義として当社が独自に構築し
たものであり、自己流のものである。

2３年間の全社的リスクマネジメント活動
の継続により、社内でリスク管理につい
ての蓄積がなされた結果、システムの妥
当性について外部専門家の評価・検証
を受け入れる段階に至った。

3これらを踏まえて、現行システムおよび
リスク対策の妥当性ならびに改善の方
向性について外部専門家のレビューを
受けることとし、そのうえで取り組みの
強化を図る。

【結果概要】（外部専門家のレビューによ
る）
1リスクマネジメントの仕組みを一部の

部門だけで整備している企業が多い
中、JSRは適切な仕組みを全社的に整
備し運用しており、高く評価できる。 
＜成熟度評価：5点満点中3.2点＞　
＊3点を超える企業は上場企業全体で

100社ない水準（インターリスク総研
所見）

2活動状況についても、多くの企業が仕
組みの整備後徐々に活動が鈍っていく
中、仕組みづくりだけで終わらずに一定
の適切さで継続的に活動が推進されて
いる。＜4点満点中3.2点＞　
＊3点を超える企業は上場企業全体で

100社ない水準（インターリスク総研
所見）

リスクマネジメント

3現在抽出されている重要リスクとその対
策に大きな抜け・漏れはない。

4主な問題点として以下が指摘された。
・活動が各部門の自己管理にかなり依存

している。
・リスク管理委員会と各部門との間に距

離があり、きめ細かな支援や指導が十
分でない面がある。

・リスクマネジメントを支える仕組み（教
育・研修、モニタリング等）が弱い。

【改善策骨子】
1推進体制の大枠は維持
2リスクマネジメントを支える仕組みの整備

・リスクマネジメント研修の実施（図9）
・モニタリング活動の実施、定着

3リスク管理委員会の機能強化
現在は、上に述べた改善策を実行に移

して、定着を図っているところであるが、
全社的リスクマネジメントにおいては、社
会の環境把握は極めて重要であるので、
今後も数年毎に仕組みと運用の検証を実
施する予定である。

⑷BCMの構築

2011年3月に発生した東日本大震災での
経験を踏まえ、BCM（事業継続マネジメ
ント）体制の構築に取り組んでいる。2012
年には、当社の主力工場である四日市工
場（三重県）の生産が一定期間停止する
場合を想定したBCM体制を整備した。ま
た、同年12月には大規模災害発生の初動
からBCP（事業継続計画）発動までの流
れを疑似体験し、的確な対応を身につけ
るための「事業継続初動訓練」（図10）、

2013年10月には、2011年度より検討してき
たJSR版BCMの最終確認・検証という位
置づけでBCM本部メンバーが一堂に会
し、「BCM訓練」を実施した。今後は、順
次、他の事業所やグループ企業への本格
展開を進め、グループ全体でのBCMの強
化を図っていく予定である。

　

３．今後の課題（まとめ）

リスクマネジメントについての今後の課
題は、大きく四つに集約されると認識して
いる。

一つめは、BCM体制を四日市工場以外
の事業所やグループ企業に展開し、JSR
グループとしての事業継続体制を強固な
ものにすることである。

二つめに、ますます拡大する事業領域
への対応が挙げられる。当社グループは
「戦略事業」として、メディカル材料分野
や環境・エネルギー材料といった従来の
主力事業分野とは異なる領域にも事業を
拡大させており、それに応じたリスクマネ
ジメント体制の整備が急務である。

三つめとして、サプライチェーンへの対
応については当社はCSR調達等により対
応を図っているが、ISO26000などにより
加速されている「社会的責任」の範囲の
広がりへの対応も今後グローバルレベル
で必要度が増してくると考えている。

最後に、もっとも重要な課題として、社
員の「リスク感性の向上」を挙げておきた
い。リスクマネジメントの要諦は、常にリス
クの発生を未然に防ぎ、仮に発生しても事
業活動への影響を最小限にとどめること
にある。そのためには、社員一人ひとりが
潜在しているリスクを意識的に顕在化さ
せるリスク感性を醸成させることが必須で
ある。そのためにも、日々のリスクマネジ
メント活動は重要であり、地道に取り組ん
でいきたいと考えている。

　
以上

【図9】リスクマネジメント研修の実施風景 【図10】事業継続初動訓練の実施風景
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１．はじめに

21世紀を迎えてから世界各地で感染
症の大規模な流行が報告されている。

たとえば、2003年3月に中国から世
界に拡大した重症急性呼吸器症候群
（SARS）の流行がある。約5カ月にわ
たり世界の30カ国以上で流行し、患者
数は8,000人を超え、うち900人以上が
死亡するという事態になった。日本国内
で患者発生はみられなかったものの、
社会的には大きな不安が広がった。ま
た、2009年4月にはメキシコを震源地と
して新型インフルエンザA/H1N1の流
行が発生した。この流行は、瞬く間に全

世界に拡大し、同年6月にWHOはパン
デミック（世界的流行）に至ったことを
宣言する。日本国内にも流行は波及し、
2,000万人以上の患者が発生したのであ
る。国内の死亡者数は約200人と比較的
少なかったが、企業では従業員の欠勤
などで大きな経済的ダメージを受ける
結果となった。

こうした度重なる感染症の大流行を経
て、日本の企業では感染症の流行を単な
る健康問題ではなく、経営上の危機とし
て受けとめるようになってきた。今後は、
企業の健康管理部門とともに、危機管理
部門が感染症対策に関与することが強
く求められている。そこで今回は、企業
の危機管理担当者向けに、「職場の感染
症対策」の最新情報を紹介する。

２．職場の感染症対策の目的

職場の感染症対策は三つの目的を
持っている。一つは、従業員が業務の中
で感染症にかからないようにするとい
う目的である。たとえば、衛生状態の悪
い国に派遣される従業員への対策がこ
の範疇に入る。二つめは、すでに感染症
に罹患している従業員に対し、業務によ
り病気が悪化しないようにする目的で
ある。これは、ウイルス肝炎に罹患して
いる従業員の適正配置を行うことなど
が該当する。そして三つめが、感染症の
流行で企業の経営が脅かされないよう
にする目的である。すなわち、感染症で

欠勤する従業員の数をできるだけ少な
くし、流行時も事業継続を図ることなど
がこの範疇になる。前二者が従業員の
健康を守る対策であるのに対して、後者
は企業の経営を守る対策という位置付
けになるだろう。

こうした職場での感染症対策を実施
する上で、関係する法律がいくつかあ
る。たとえば、労働安全衛生法には「病
者の就業禁止」という条項がある。この
法律によれば、感染症にかかった従業
員が職場内で他人に感染させる可能性
があれば、事業主は当該従業員に就業
禁止を命じることができる。また感染症
法でも１類、２類、３類感染症の患者に
ついては業種により就労制限がとられ
る。こうした法律的な面を事前に確認し
ておき、感染症の患者が発生した際の
マニュアルを作成しておくことが大切で
ある。

　

３．日常的な感染症対策

職場の感染症対策は、大規模な感染
症が流行した時だけではなく、まずは、
日常的に流行している感染症を対象に
実施しておくことが大切である。

⑴季節性インフルエンザと食中毒

日常生活でかかりやすい感染症とし
ては、季節性インフルエンザや食中毒
がある。流行時期には、こうした感染症

東京医科大学病院 
渡航者医療センター
部長　濱

は ま だ

田　篤
あ つ お
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により職場を欠勤する従業員も多くな
るため、流行前に職場でも予防教育を
実施していただきたい。

季節性インフルエンザを予防するた
めにはワクチン接種が有効であり、従業
員にも自発的な接種を呼びかけること
が必要である。最近は企業側がワクチ
ン接種代を負担するケースも多くなって
いる。なお、インフルエンザを発病した
従業員は、他の従業員への感染を防ぐ
ため、解熱後2日以上休ませることが望
ましい。

食中毒としては冬場にノロウイルスの
流行が多発している。食品や飲食関係
の業種では、職場内で集団感染が起き
ると、行政から一時的な職場閉鎖を要
請されることもある。このため、流行期
間中は従業員の手洗いを徹底させると
ともに、発病した従業員は一定期間（症
状が消えてから2日以上）の就労禁止を
命ずることも検討すべきである。

⑵結核

日本では1997年に結核患者が増加傾
向に転じ、1999年には政府より結核緊
急事態宣言が発せられた。それ以来、
患者数は減少傾向にあるが、他の先進
国に比べるといまだに患者数の多い状
態が続いている。特に近年は、国内での
外国人の患者の割合が増加傾向にある
ことも指摘されている。

もし従業員の中で結核患者が発生す
ると、保健所による接触者への検診や
健康監視が実施されるため、企業活動
にとっても大きな影響を受けることにな
る。また、職場内で集団感染が確認さ
れると、経営面で大きなダメージを被
ることになる。こうした事態を避けるた
め、最近は症状のある者の早期発見が
重視されている。すなわち発熱や咳など
の症状が2週間以上ある者については、
職場としても医療機関を受診するよう
に強く促すことが必要である。

⑶HIV感染症

日本でのHIV感染者数は年々増加傾

向にあり、最近は誰もがかかりうる感染
症になっている（図1）。従業員に予防
教育をあらためて実施するとともに、従
業員に患者が発生した際の対処方法に
ついて確認しておくことをお勧めする。

職場でのHIV感染症対策の指針とし
ては、1995年に当時の労働省が「職場
におけるエイズ問題に関するガイドライ
ン」を発表しており、このガイドライン
に沿った対応が求められている。もし、
従業員の感染が判明した場合は、その
情報が周囲に漏れないように十分注意
し、本人の同意を得た上で産業医が面
談をすることが望ましい。また、感染し
た従業員に差別が生じるのを防ぐこと
や、治療が優先できるような職場配置
を考えることなどが必要になってくる。

⑷ウイルス肝炎

ウイルス肝炎の中でもB型肝炎やC型
肝炎は慢性の経過をたどるため、職場
での感染症対策の対象になる。厚生労
働省でも2011年に「職域におけるウイル
ス肝炎対策に関する協力の要請」とい
う通達を発出し、職場での対応を求め
ている。まずは、患者を早期に発見する
ため、健康診断時に肝炎ウイルス検査
を実施することが推奨されている。ただ
し、この検査は本人の同意のもとに行わ
れるべきである。さらに、検査結果は個

人情報になるので、本人に直接届くよう
に配慮し、企業側は本人の同意がなけ
れば結果を見てはいけない。また、ウイ
ルス肝炎に罹患していることが明らかに
なった従業員には、仕事が病状に影響
しないように、職場配置に配慮すること
が必要である。

４．海外派遣者の
感染症対策

近年はアジアなどの途上国に業務で
滞在する日本人が増加傾向にあるが、
途上国では気候や衛生面の問題から感
染症が日常的に流行しており、現地に滞
在する日本人が感染症に罹患するケース
も数多くみられる。このため海外に従業
員を派遣する企業では、派遣者にリスク
のある感染症への予防対策を提供する
ことが必要になる。以下に海外でリスク
のある感染症について紹介するが、それ
ぞれの感染症の流行状況は厚生労働省
検疫所のホームページ（次頁表１）など
で確認いただきたい。

⑴経口感染症

飲食物から経口感染する旅行者下痢
症やA型肝炎は、途上国であればいず
れの地域でも高いリスクになる。特に旅

【図1】HIV感染者、AIDS患者の年次推移（1985〜2012年）
（出典：国立感染症研究所「 IASR Vol. 34 p. 251-252: 2013年9月号（The Topic of This Month 
Vol.34 No.9(No.403)」＜http://www.nih.go.jp/niid/images/iasr/34/403/graph/f4032j.gif＞（最
終アクセス2013年11月27日））
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ワクチン
  滞在期間*

対象となる滞在地域 とくに推奨するケース
短期 長期

破傷風トキソイド △ ○  先進国、途上国全域 外傷を受けやすい者

A型肝炎ワクチン ○ ○ 途上国全域 60歳未満の者（60歳以上は免疫のある者が多いため）

B型肝炎ワクチン ○ アジア、アフリカなど 医療従事者

狂犬病ワクチン △ ○ 途上国全域 咬傷後すみやかな処置が困難な地域に滞在する者

日本脳炎ワクチン △ 中国、東南アジア、南アジア 農村地帯に滞在する者

黄熱ワクチン ○ ○ 熱帯アフリカ、南米 接種証明書の提出を要求する国に入国する者

ポリオワクチン △ 南アジア、アフリカ 1975〜1977年生まれの者（この世代は小児期のワクチン効果が弱いため）

インフルエンザワクチン △ △ 先進国、途上国全域 呼吸器疾患などを有する者

行者下痢症は日常的に発生しており、途
上国に１カ月間滞在した場合、その頻度
は20〜60％と推計されている。旅行者下
痢症の病原体は大腸菌などが多く、命に
かかわる状態になることは稀であるが、
数日は休養を要することになる。

経口感染症の予防には、飲料水として
ミネラルウオーターや煮沸した水を飲用
すること、食品は可能な限り加熱して食
べることなどが重要なポイントである。
また食事をする場所に関しても、できるだ
け衛生状態の良い店を選ぶようにする。

⑵蚊に媒介される感染症

蚊に媒介される感染症は、滞在する

地域によりリスクが大きく異なる。デン
グ熱は東南アジアや中南米で雨期に流
行が発生しており、都市近郊やリゾート
地でも感染の危険性があるため、日本
人の感染例が数多く報告されている。
通常は１週間程度の発熱で自然治癒す
る疾患であるが、重症型のデング出血
熱の状態に陥る例もときにみられる。

マラリアの流行は、アジアや中南米で
は特定の地域に限局しており、日本人
が通常行動する範囲でのリスクは比較
的低くなっている。その一方で、熱帯ア
フリカでは都市部を含む国内全域に流
行がみられ、現地の日本人が罹患する
ことも少なくない。さらにアフリカでは
重症化する熱帯熱マラリアのリスクが高

いため要注意である。
マラリアやデング熱を予防するため

には、蚊の吸血を防ぐことが基本にな
る。マラリアを媒介するハマダラ蚊は夜
間吸血性であり、夜間の外出を控え、屋
内への蚊の侵入を防ぐことが大切であ
る。一方、デング熱を媒介するネッタイ
シマ蚊は昼間吸血するため、ゴルフ場な
ど蚊の多い場所に立ち入る際には、昆
虫忌避剤を使用するなどの対処が必要
である。

⑶性行為感染症

性行為で感染する梅毒、B型肝炎、
HIV感染症などの疾患は、現地での行

【表１】インターネット上の感染症情報サイト

サイト名 URL 主な情報内容

厚生労働省・感染症/予防接種情報 http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/
kenkou_iryou/kenkou/kekkaku-kansenshou/

厚生労働省からの感染症情報、予防
接種情報

国立感染症研究所・感染症疫学センター http://www.nih.go.jp/niid/ja/from-idsc.html 国内の感染症の発生動向、各感染症
の解説

内閣官房・新型インフルエンザ等対策 http://www.cas.go.jp/jp/influenza/index.html 政府の新型インフルエンザ等対策行
動計画、対策ガイドライン

厚生労働省検疫所 FORTH ホームページ http://www.forth.go.jp/ 海外の感染症流行情報

外務省・海外安全ホームページ http://www.anzen.mofa.go.jp/index.html 海外の感染症流行情報

WHO Disease Outbreak News http://www.who.int/csr/don/en/ 海外の感染症流行情報（英文）

米国CDCP Travel Health Notices http://wwwn.cdc.gov/travel/notices.aspx 海外の感染症流行情報（英文）

（出典：筆者作成）

【表２】海外勤務者に推奨する予防接種（〇：推奨、△：必要に応じて推奨）

＊短期：1ヶ月未満の滞在　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出典：筆者作成）
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動パターンによりリスクが高くなること
から、海外派遣者に対して十分な注意
を喚起する必要がある。さらに途上国
の一部の医療機関では、注射器など医
療器材の再利用が行われており、医療
行為を受けることでB型肝炎やHIV感染
症に罹患するケースもある。

⑷予防接種、予防内服

海外でリスクのある感染症の中には、
ワクチン接種で予防できるものもあ
る。海外派遣者にどのワクチンを接種す
るかは、滞在地域、滞在期間、現地で
のライフスタイルなどを参考に選択する
（前頁表２）。また、海外派遣者は出発
までの時間が限られているため、短期
間で接種を完了しなければならない。A
型肝炎、B型肝炎、破傷風など３回の接
種が必要なワクチンについては、出国前
に２回目まで終了するようにする。さら
に複数のワクチンの同時接種を行うこ
ともある。

マラリアには有効なワクチンがないた
め、感染リスクの高い地域に滞在する
際には、治療薬の定期的な内服（予防
内服）を行う。日本ではマラロンやメフ
ロキンが予防薬として認可されている

が、副反応を考慮して、感染リスクが高
い場合に限り実施される。

5．最近話題になっている
感染症とその対策

⑴鳥インフルエンザ

2004年からアジアを中心に鳥インフ
ルエンザA/H5N1が流行している。こ
の鳥インフルエンザのウイルスは家禽
類に高病原性であるだけでなく、ヒトが
感染しても高い致死率になる。最近、流
行国は家禽類の感染対策に力を注いで
おり、その効果で患者の発生は減少傾
向にある（図２）。その一方で、2013年2
月から中国の上海などで、鳥インフルエ
ンザA/H7N9の患者が多発し、11月末
までに患者数が140人に達する事態と
なった。このウイルスは家禽類には低病
原性であるが、ヒトが感染すると重症の
肺炎がおこり、45人の死亡が確認され
ている。夏の間は患者発生が沈静化し
ていたが、10月以降は再び患者数が増
加しており、しばらくは十分な警戒が必
要である。

鳥インフルエンザの感染源はウイルス

に感染した家禽類であり、流行地域では
こうした家禽類との接触を控えることが
最も有効な予防対策である。また、鶏肉
や卵は加熱して食べるようにする。

⑵中東呼吸器症候群（MERS）

2012年2月からサウジアラビアなど中
東諸国で、新型コロナウイルスによる重
症肺炎の患者が多発している。2013年4
月にはサウジアラビアの医療機関で集
団感染も起きた。この結果、11月末まで
に中東を中心に153人の患者が発生し、
うち64人の死亡が確認された。この病
気の原因であるコロナウイルスはSARS
の病原体と類似しており、今後、ウイルス
がヒトに感染しやすくなると、SARSの
ように世界的流行をおこす危険性もあ
る。ヒトへの感染源はラクダなどの動物
と推定されているが、現段階では明らか
になっていない。

この病気の予防対策も今の時点では
明らかではないが、流行地域では動物
に近寄らないことや、手洗いを励行する
ことなどが大切である。最近は中東諸
国からの直行便が日本に到着すること
も多く、国内への侵入にも警戒する必
要がある。

⑶重症熱性血小板減少症候群
（SFTS）

マダニに媒介される感染症で、2011年
に病原体となるウイルスが発見された。
中国では以前より流行が確認されてい
たが、2013年に西日本でもこの病気が
流行していることが明らかになった。患
者は発熱や出血症状をおこし、致死率
は30％近くに達する。農林業など森林
に立ち入る機会の多い業種では、今後、
職場の感染症としても注意することにな
るだろう。

⑷風疹

2013年は国内で風疹が大流行し、患
者数は11月中旬までに14,000人以上に
のぼっている。これは前年の7倍にあた

【図2】鳥インフルエンザ（A/H5N1）の患者数
出典：WHO「Cumulative number of confirmed human cases for avian influenza A(H5N1) 
reported to WHO, 2003-2013（as of 08 October 2013）」に基づきグラフを筆者にて作成

（＊2013年は1月〜10月までの集計）

年

人
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る数である。患者の多くは20歳代〜40
歳代の男性で、まさに勤労者世代の感
染症と言えよう。また20歳代の女性にも
患者が散発しているが、妊娠中の女性
が風疹に感染すると、胎児に重篤な障
害を生じることがある。こうした状況か
ら、厚生労働省は20歳代〜40歳代の世
代に風疹ワクチンの接種を推奨してい
るところである。患者の多くが勤労者世
代であることを考えれば、企業としても
従業員にワクチン接種を積極的に推奨
していただきたい。

６．職場での新型インフル
エンザ対策

政府は2013年6月に新型インフルエン
ザ等対策政府行動計画（以下「政府行
動計画」）を作成した。これは2013年4月
に施行された新型インフルエンザ等対
策特別措置法に基づくもので、この法律
の運用方法が詳細に記載されている。

実は、この政府行動計画は鳥インフル
エンザA/H7N9やMERSの流行が発生
している中、急ピッチで作成されたもの
である。それというのも、H7N9ウイル
スがヒトからヒトに感染する事態になれ
ば、新型インフルエンザの発生となり、
その時点でこの行動計画が発動される
からだ。また、MERSが世界的な流行を
起こした場合も同様である。この行動計
画は新型インフルエンザだけでなく、新
しい感染症が大流行した場合にも発動
されることになっている。

今回の政府行動計画は、旧「新型イ
ンフルエンザ対策行動計画」から大きく
変わった点が２つある。一つは病原性に
応じた対策を取り入れている点である。
従来は新型インフルエンザという一つ
の病気を対象にしていたが、今回は通常
の病原性の場合と、高い病原性の場合
に分けて対策を提示している。通常の
場合は従来の対策と大きな変更はない
が、病原性が高い場合は政府が緊急事
態を宣言し、社会生活を制限するよう
な強い対策が実施される。流行のピー
クには、国民に外出自粛や施設使用制

限を要請する可能性もある。また、ワク
チンの接種にあたっては、年齢などに応
じ、優先順位をつけて実施することも
検討される。

もう一つは、職場対策にあたり業種に
応じた対策を提示している点である。従
来の行動計画では業種を一くくりにして
いたが、今回の行動計画では、公共性に
応じて3つの業種に分けて対応を示して
いる（表３）。もし新型インフルエンザ
が通常の病原性であれば、業種にかか
わらず一律に従業員の感染予防対策と
事業継続を実施する。その一方で、病原
性が高い場合、公共性の高い業種につ
いては政府が事業継続を要請するが、
一般の業種では事業縮小を要請するこ
とになる。

このように今回の行動計画改訂で
は、2009年の新型インフルエンザ流行
の経験も加味して、より運用しやすい対
応が提示されている。この行動計画に
もとづく「新型インフルエンザ等対策ガ
イドライン」も政府から発表されている
が、こうした情報をもとに各企業で新型
インフルエンザ対策を策定することが
強く求められているのである。

　

７．おわりに

21世紀になり社会を揺るがすような
感染症の流行がたびたび発生してい
る。筆者はその根本的な原因を、人口の
急激な増加とそれにともなう生態系の

公共機関
指定公共機関 登録事業者

一般の職場公共性の高い業種
行政、電気、ガス、鉄道、
航空、放送、医療など

生活安定に関与する業種
銀行、ガソリンスタンド、
食料品スーパー、コンビ
ニなど

通常の病原性 ・事業継続 ・事業継続 ・事業継続

高い病原性
（緊急事態時）

・事業継続
・ワクチンの優先接種

・事業継続に努める義務
・ワクチンの優先接種

・一部の事業縮小を検討

出典：筆者にて作成（詳細は新型インフルエンザ等対策政府行動計画（2013年6月）、事業者・職場にお
ける新型インフルエンザ等対策ガイドライン（2013年6月）を参照）

【表３】新型インフルエンザの職場対策（事業継続に関する対応）

職場

病原性

破壊ではないかと考えている注）。いずれ
にしても、大規模な感染症の流行は今
後も次 と々発生することが予想される。
企業としては従業員の健康を守るとと
もに、経営を守るためにも、こうした感
染症の脅威に備えていかなければなら
ない。それには、日頃から危機管理担当
者と健康管理担当者が一丸となり、職
場の感染症対策を実践していくことが
大切なのである。

以上

感染症対策

詳細は下記ご参照
濱田 篤郎著「新疫病流行記〜パンデミック時代の本
質」 バジリコ社

注）
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水災対策

企
業
の
水
災
対
策
の

最
前
線

１．はじめに

「ゲリラ豪雨」という言葉の2008年ご
ろからの出現・一般用語化に代表される
ように、最近大雨が増えている、と感じて
いる方も多いと思う。実際、１日中続くよ
うな大雨も、短時間でザッと降るような
大雨も増えていることが、学術的な調査
からも明らかになっている1）。大雨の増
加には地球温暖化が関連しており、水災
は日本を含む世界の多くの地域で今後ま
すます増えると考えられている2）  3）。

筆者らは水災シミュレーションシステ
ムの開発を手掛けており、そのシステム
を使ってインターリスク総研と共同で企

業向けの水災リスク診断サービスを行っ
ている。そこで本稿では、企業における
水災対策の最前線を紹介したい。まず、
2013年7月に施行された改正水防法を紹
介し、大規模工場などの水災対策に対
する社会からの要請が大きいことを示
す。続いて、具体例として既存および新
設の事業拠点の取り組み事例を紹介す
る。そして最後に対策のポイントをまと
める。

２．水防法改正と民間企業
の努力義務

2011年のタイの大洪水では、企業が大
きな被害を受け、その地域だけでなく、

サプライチェーンを通じ世界中に影響が
及んでしまった。これを一つのきっかけと
し、改正水防法4）が2013年7月に施行さ
れた。対象となる事業所に、浸水防止計
画の作成、訓練の実施、自衛水防組織の
設置が努力義務として求められることに
なり（表１）、また、その事業所には洪水
予報が市町村から直接伝達されることに
なる。対象となる事業所は、所有者等の
申し出により市町村地域防災計画に定め
られた大規模工場等とされ、その用途お
よび規模が延べ面積1万㎡以上の工場、
作業所、または倉庫であるとの基準5）が
2013年7月に国土交通省から示された。
今後、この基準をもとに市町村の条例が
制定され、対象事業所が決まることに
なる。

株式会社日立パワーソリューションズ 
システム開発本部　情報システム部
技師　　　　　　　 山

や ま ぐ ち

口　悟
さ と し

史

※下線部：改正水防法（2013年7月施行）で拡充された部分
※１：大規模工場その他の施設であって国土交通省令5）で定める基準を参酌して市町村が条例で定める用

途および規模に該当するもの（当該施設の所有者または管理者からの申し出があった場合に限る）4）

事業所等 地下街 要配慮者利用施設 大規模工場等※１

措置の義務づけ
義務（市町村長から
の指示に従わない場
合、公表の措置あり）

努力義務 努力義務

措置の内容

◦避 難確保 計 画の
作成

◦浸 水 防止 計 画 の
作成

◦訓練の実施

◦避 難確保 計 画の
作成

◦訓練の実施

◦浸 水 防止 計 画 の
作成

◦訓練の実施

自衛水防組織

◦自衛水防組織の設
置義務あり

◦構成員の市町村長
への報告

◦自衛水防組織を設
置した場合、構成
員の市町村長への
報告

◦自衛水防組織を設
置した場合、構成
員の市町村長への
報告

【表１】改正水防法の内容
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今後水災の増加が懸念されるため、企
業の自発的な努力を求めるこのような流
れはより一層強まっていくと筆者らは考
えている。ここでは、筆者らが取り組ん
でいる個別企業の具体的な水災対策の
支援の経験から、既設と新設の事業拠
点に対する取り組みをそれぞれ１例ずつ
紹介したい。

　

３．取り組み事例

⑴事例１：既設の建屋

電機メーカーA社のX工場は川沿いに
立地している。市の洪水ハザードマップ
によれば、X工場の敷地は0.5〜1.0mの
浸水が想定される。そこでX工場は河川
を管理する県に相談し、ハザードマップ
の元となる詳細なデータ提供を受けた。
これをもとに独自に検討し、堤防の決壊
から５時間後、工場北側の遊水地が満杯
となり、工場北側から浸水が始まると想
定した（図１(a)）。しかしその想定が妥
当かを、専門家により検証する必要があ
ると感じていた。

筆者らの調査により、60年に一度程度
の確率で起こるシナリオは次のとおりで
あると想定された（図１(b)）。60年に一
度の大雨により川が増水、工場近辺で堤
防が決壊すると、遊水地は20分で満杯
となる。溢れた水は工場周囲にめぐらさ
れた排水路を逆流し、工場北側と西側
からあふれだす。堤防の決壊から30分で
床上浸水、40分で大人の腰の高さを超え
る。ただし、排水は速い。堤防の決壊個
所から流入が止まると工場周囲の排水
路に水が流れ込み、流入停止から12時間
で工場の浸水深は床下以下となる。解析
によって得られた、建屋ごとの浸水深の
イメージを表２に示す。この他、ゲリラ
豪雨を想定したシミュレーションを行っ
たが、工場建屋は浸水を免れる結果と
なった。

結果を受け、工場では想定浸水深以下
の重要施設をリストアップするとともに、
従業員および自衛消防隊の緊急時行動

マニュアルの改訂を行った。さらに、河
川を管理する県に対し、堤防の強化およ
び水位予報の実施を陳情した。

⑵事例２：新設の建屋

放送事業者Bでは、建屋の老朽化に
伴い、新しい敷地に建屋を新築すること
になった。市の洪水ハザードマップによ
れば、新建屋の敷地は1.0〜2.0mの浸水
が想定されるため、敷地のかさ上げが
検討された。建物の使い勝手からは、で
きるだけ低いかさ上げが望まれた。問題

は、どこを基準に「1.0〜2.0mの浸水」
が想定されているのかが不明なことで
あった。敷地東側は敷地西側より0.5m
高く、適切なかさ上げ高さを1.0mとする
解釈も、2.5mとする解釈も可能であっ
た（図２）。また、ハザードマップでは市
内にある河川YおよびZが単独に洪水を
起こす想定であった。しかし昭和の初期
に発生した災害では２つの河川が同時
に洪水を起こした。過去の実績を考える
と、より高いかさ上げが必要かもしれな
かった。

筆者らの調査により、150年に一度の

水災対策

【図１】 A社X工場の浸水過程の概念図

（a）事前の想定 （b）シミュレーション

建屋 想定浸水深 建屋 想定浸水深

第一製造棟 0.4〜0.6 m 排水処理棟 0.9〜1.3 m

特ガス棟 1.0〜1.2 m 社員駐車場 1.3〜2.5 m 

【表２】建屋ごと浸水深のイメージ

【図２】「想定浸水深1~2ｍ」の解釈の仕方

解釈1 解釈2
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確率で起こるシナリオは次の通りである
と想定された。150年に一度の大雨によ
り河川Yが増水し敷地上流の堤防が決
壊する。かさ上げをしない場合、新建屋
の敷地は浸水する。しかし、1.0mのかさ
上げをすると敷地は浸水しなくなる。こ
の結果は、より厳しい条件、たとえば河
川Yの洪水と同時に、河川Zが50年に一
度の大雨により増水、市街地が浸水して
いたとしても変わらなかった。この他、
100年に一度のゲリラ豪雨を想定したシ
ミュレーションを行ったが、同様に1.0m
のかさ上げをすれば浸水を免れる結果と
なった。

ハザードマップより厳しい想定にした
が、ハザードマップよりも若干想定浸水
深が低くなった。これは、ハザードマップ
作成から現在までの13年間の河川工事
により河川の容量が約５割増加したこと
による。また、郷土の歴史によれば、新
建屋の敷地は少なくとも江戸時代より前
から小高い丘であり、周囲に比べ安全で
あることが分かった。

放送事業者Bでは、結果を参考に、かさ
上げの高さや止水板（地下駐車場の入口、
建屋の入口）の設計をすることにした。

４．水災シミュレーション
技術

筆者らの調査の特徴は、シミュレー
ションにより水災を定量化することで
ある。筆者らの開発したソフトウェア
DioVISTA /Flood Simulatorの画面を
図３に示す。このソフトウェアはリスクコ

ンサルタントが使用することを前提に設
計されており、ユーザーに土木工学の知
識を要求しない。また、シミュレーション
結果を、３次元的に俯瞰することができ
るため、時間を追って浸水域が広がる様
子が３次元的に把握できる（図４）。

シミュレーションでは「航空レーザー
測量」という、新しい技術により得られ
た地形を利用することで、堤防や道路、

【図３】筆者らの開発した水災シミュレーションシステムDioVISTA/Flood Simulator
の動作画面

【図４】DioVISTAによるシミュレーション結果の３D表示（ ⓒ昭文社）

【図５】航空レーザー測量による地形の３次元表示

堤防決壊前 堤防決壊1時間後 堤防決壊2時間後
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住宅地などの高低を鮮明にとらえること
ができる。この航空レーザー測量による
地形の例を図５に示す。現在公開されて
いる洪水ハザードマップは、この測量が
なされる前に作成されたものも多い。航
空レーザー測量データを使った方がより
確からしい結果が期待できる。

5．おわりに
〜対策のポイント

最後に筆者らが考える水災リスク診断
のポイントを表３に示す。水災リスク診断
のポイントは、①事業所全体で浸水リスク
に対する理解を共有すること、②事業所
の懸念を河川管理者や下水道管理者に
理解いただくこと、③本社が会社全体のリ
スクを把握すること、であると考える。

日本社会にとって最大の自然災害リス

No. ポイント 方法

１

事業所全体で浸水リスクに対する理解を共
有すること

最新の地形を反映した詳細なシミュ
レーション結果は、どのように浸水す
るのかを示す上で有効である。
一方、なぜ浸水するのかを示すにはシ
ミュレーション結果だけでは不十分で
ある。大きな被害が想定される場合、
シミュレーション結果が絵空事として
拒絶され、理解が進まないことがあ
る。シミュレーション結果だけでなく、
地形の断面図、３次元図、古地図に示
された郷土の歴史などを示すことは、
地域特性の総合的な理解を進めるうえ
で有効である。

2

事業所の懸念を河川管理者や下水道管理者
に理解いただくこと

日本の主要な河川や下水道は行政機
関（国、県、市）が管理している。その
管理者に管理上の問題点や懸念、今後
の改良計画をヒアリングすることはリ
スクの定性的な把握に有用である。ま
た、事業所が認識する浸水リスクを報
告し、水災対策に関心が高いことを伝
えることは、事業所側の要望を理解い
ただく上で有用である。

3

本社が会社全体のリスクを把握すること 水災リスクは事業所ごとに異なる。本
社が全事業所のリスクの高低を把握
し、リスクの高い事業所に重点的に取
り組むよう指示を出すことが、会社全
体でリスクを効果的に低減することに
つながる。

クは震災・津波災害であると一般には認
識されているが、事業所単位でみた場合
には、近時の発生頻度の増加なども考
慮するとその事業所における最大の自然
災害リスクは水災であるといえるかもし
れない。特に、川沿いにある大規模工場
は、周囲よりも条件の悪い土地に立地し
ている場合がある。想定される浸水深
は、インターネットに公開された洪水ハ
ザードマップなどで把握できる６）。ま
た、国土交通省では企業の自衛水防活
動向けの情報と、相談窓口「災害情報普
及支援室」の連絡先をウェブサイトに掲
載している7）。これらの公的情報を確認
いただくとともに、本稿で紹介した企業
向けの水災リスク診断サービスを検討い
ただければ幸いである。

以上

【表3】水災リスク診断のポイント
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自動車事故防止
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１．はじめに　

インターリスク総研は、2013年9月、「運
輸安全マネジメント制度の浸透・定着に有
効なセミナー」（以下、「認定セミナー」）
の実施機関として、国土交通省から認定
を受けた。「認定セミナー」とは、民間機
関の活力とノウハウを活用して、主に準大
手・中小規模の自動車運送事業者(以下、
中小事業者)に対する運輸安全マネジメン
トのさらなる浸透・定着を図るため、国土
交通省が導入した制度である。国土交通
省はこの「認定セミナー」を活用して中小
事業者の安全管理体制の構築・強化を図
る方向を打ち出している。

また、インターリスク総研は、2012年10
月に発行された「ISO39001（道路交通安
全マネジメントシステム）」を国内第一陣
で認証取得した。ISO39001は、発行から1
年強で日本国内において40社ほどが認証
を取得しており、普及がハイペースで進む
中、今後の認証取得、企業・組織での活用
が期待されている。

運輸安全マネジメント制度とISO39001
は、推進主体や対象および取り組みの位
置づけ等は異なるものの、「マネジメント
システム」という点では共通している部
分が多い。そのため、本稿では運輸安全
マネジメントの最新動向として「認定セミ
ナー」制度について紹介し、運輸安全マネ
ジメントの基本的な考え方ならびに取り
組み方法を示した平成22年版ガイドライ
ンや、ISO39001の理念に触れながら、「マ
ネジメントシステム」導入の意義について
概説したい。

２．運輸安全マネジメント制
度に関連した行政の動向

2006（平成18）年10月に運輸安全マネジ
メント制度がスタートし、5年が経過した
2011（平成23）年、国土交通省は運輸安

全マネジメント制度に関する現状を踏ま
え、「運輸の安全確保に関する政策ビジョ
ン」で、今後の方向性を示した。このビジョ
ンの中で、大手・中堅の自動車運送事業
者はＰＤＣＡサイクル全体を回せる段階で
あるものの、中小事業者については依然と
して深く浸透している状態とはいえず、今
後は中小事業者に対して運輸安全マネジ
メントのより一層の普及を図る施策が必
要と指摘した。

上記ビジョンを受けて、中小事業者に
運輸安全マネジメント制度の一層の普及
を官民で図っていくことを目的として、2012
（平成24）年5月、国土交通省、バス・ト
ラック・タクシーの業界団体、およびイン
ターリスク総研を含むリスクコンサルティ
ング会社などをメンバーとする「運輸安全
マネジメント普及・啓発推進協議会」が設
立された。

また、2012（平成24）年4月に関越自動
車道で起きた高速ツアーバスの大きな事
故を受け、国土交通省は「高速ツアーバ
ス等の過労運転防止のための検討会」や
「バス事業のあり方検討会」を設置し、
2013（平成25）年4月、各検討会からの報
告を踏まえ「高速・貸切バスの安全・安
心回復プラン」を策定した。なお、同プラ
ンは大きく次頁の二つの柱で構成されて
いる。

株式会社インターリスク総研
コンサルティング第四部　交通リスク第一グループ
グループ長　　　　　　　　　　木

き む ら

村　能
よ し な り

成（左）

マネジャー・上席コンサルタント　　福
ふ く し ま

島　康
やすし

（右）
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①「高速ツアーバスの新高速乗合バス
への移行・一本化」
新高速乗合バス事業者が貸切バス事
業者に運行の委託を行う場合には、
委託者・受託者が一体となった運輸
安全マネジメントの実施を義務づける
（2013年8月〜）

②「貸切バスの安全性向上」
全貸切バス事業者に運輸安全マネ
ジメントの実施義務づけを拡大する
（2013年10月〜）

３．運輸安全マネジメント「認
定セミナー」制度について

運輸安全マネジメント普及・啓発推進
協議会は、2013（平成25）年7月22日付の
国土交通省の通達を受け、中小事業者に
対する運輸安全マネジメントのさらなる浸
透・定着を図るため、「認定セミナー」を
開始することを発表した。これに基づき民
間機関等が国土交通省の認定を受けて運
輸安全マネジメントの「認定セミナー」を
実施する制度がスタートした（図1）。

「認定セミナー」制度で注目すべきは、
セミナーの受講者にインセンティブが与え
られるという点である。

インセンティブの内容は、自動車運送事
業者の経営管理部門注1）の要員が受講し、
かつ受講内容を活用していること注2）が確
認された事業者を、地方運輸局は長期間
の監査未実施を理由とする巡回監査およ

び呼出監査の対象から除外することがで
きるというものである。

「認定セミナー」を受講したことで直ち
に監査の対象から除外されるわけではな
いが、これまでなかなか浸透しなかった中
小事業者への運輸安全マネジメントの推
進に向け、国土交通省はより一層、力を入
れてきている。すなわち、中小事業者を含
めた運送事業者全般に対し「運輸安全マ
ネジメント」という「マネジメントシステム」
の導入を強く求めている。

	

４．運輸安全マネジメント実施
の効果と安全管理体制を
構築する上でのポイント

運輸安全マネジメント制度の柱は図2の
２つである。

この2つを行うことで、運輸事業者の安
全文化・風土の構築、安全意識の浸透を
図ることが、運輸安全マネジメント制度の
ポイントとなっている。「保安監査」と両
輪となって、本制度が実施されることによ

り、輸送の安全の確保を図ることが期待
されている。

⑴運輸安全マネジメント実施の
効果

運輸安全マネジメントへの取り組みに
よる具体的効果を示すものとして国土交
通省の調査資料がある。これは、安全管
理規程作成等が義務づけられ、運輸安全
マネジメント制度に取り組んでいる事業者
（以下、「安全管理規程作成等義務づけ
事業者」）と、安全管理規程作成等が義
務づけられていない事業者において、安
全性向上の度合いに違いが生じているか
どうかを把握するため、保険会社および損
害保険料率算出機構の協力を得て、事故
後に支払われた保険金（自賠責保険は除
く）を調査したもので、結果は次頁図3に
示すとおりである。乗合旅客・貨物ともに
安全管理規程作成等義務づけ事業者の支
払保険金減少率が大きく、特に、貨物自動
車運送事業者については、平成２２年度（会
計年度（以下同じ）、2010年4月〜2011
年3月）の支払保険金が平成１８年度より 

【図１】認定セミナー実施の仕組み　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（国土交通省作成資料を抜粋）

運輸事業者
鉄道・自動車・海運・航空、すべての運輸事業者は、経営トップから現場まで一丸となって安
全管理体制を構築し、「PDCA注3）サイクル」による継続的取り組みを行い、改善を図る。
国土交通省
国土交通省は運輸事業者の安全マネジメント体制が有効であるかを確認するために立ち入
り、評価・助言を行う。
（いわゆる指導・処分といった性格ではなく、安全確保のための助言等を中心に行う）

国

審査

アンケートによる
評価を確認

⑨長期未監査を理由と
する巡回監査等の対
象とするか判断

認定セミナー実施の仕組み

申 請

認 定

セミナー実施者
セミナーの種類
・ガイドライン
・リスク管理(基礎)
・内部監査(基礎)
・リスク管理(上級)
・内部監査(上級)

⑥調査票配付
《認定セミナー
活用状況報告用》

セミナー受講者
(自動車運送事業者)

⑧活用状況を報告

⑤アンケート票送付
セミナー受講者等の通知 ①セミナ一実施

④アン
ケート

票提出
②セミナーの受講
③アンケートの記入

⑦社内において認定
セミナーの内容を
活用

【図２】運輸安全マネジメント制度の仕組み

自動車事故防止



24　RMFOCUS Vol.48

６割以上減少している。つまり、運輸安全
マネジメントにしっかり取り組んでいる事
業者においては、事故防止効果が顕著に
表れているということであり、マネジメント
システムの導入・活用が具体的な事故防止
につながるといえる。

⑵安全管理体制を構築する上で
のポイント（平成22年版「ガイ
ドライン」から）

安全管理体制を構築する指南書とし
て、平成22年版「ガイドライン」があり、
その安全管理の取り組み１４項目を図4に
示す。

安全管理体制を構築する上でのポイン

トは、①経営トップから現場まで一丸で取
り組むこと、②「ＰＤＣＡサイクル」の継続
的取り組みを行い、改善を図ること、の２点
であり、事業者内の安全意識を浸透させ、
安全文化を醸成することが重要である。

具体的には、経営トップが安全管理体
制に主体的かつ積極的に関与し、リー
ダーシップを発揮し（図4ガイドラインの
項目１）、安全方針を策定・周知（項目２）
し、安全方針に沿って、年度の安全に関す
る目標とそれを達成するための取り組み
計画を策定・周知（項目３）する。この取り
組み計画に基づいて施策（項目４〜項目
10）を着実に実施する。そして少なくとも
年に1度、内部監査（項目11）を実施し、マ
ネジメントレビュー（項目12）を行って継
続的改善（項目12）につなげる。

[[
　５．「ISO39001」（道路交

通安全マネジメントシ
ステム）の考え方

2012年10月に発行されたISO39001（道
路交通安全マネジメントシステム）の究極
の目標は、「道路交通衝突事故における
死亡と重大な負傷の数の削減、そして最
終的にはそれらをゼロにすること」であ
る。発行から1年強が経過し、自動車運送
事業者のみならず、自動車リース会社や
自動車管理業、損害保険会社やコンサル
ティング会社、システム開発会社や金融機
関等、自動車に関係する様々な業種にわ
たり、非常に早いペースで認証取得に向け
た動きが広がっている。

ISO39001は成果重視の規格であり、
「死亡・重傷事故の発生根絶」に向けて、
実効性の高いマネジメントシステムとし
て、その成果も含めて企業や組織の注目を
集めている。ISO39001は、10箇条から構
成されており、具体的な要求事項は箇条
4〜箇条10に記載されている。組織は、規
格の要求事項に基づき、PDCAサイクルで
マネジメントシステムを機能させていく。

なお、規格が求める実施手順について
は、次頁図5に概要をまとめる。

乗
合
旅
客
自
動
車
運
送
事
業
者

貨
物
自
動
車
運
送
事
業
者

安全管理規程作成等が義務付けられ
運輸安全マネジメント制度
に取り組んでいる事業者

安全管理規程作成等が
義務付けられていない事業者

百万円 百万円

百万円 百万円

平成18年度　平成21年度　平成22年度 平成18年度　平成21年度　平成22年度

平成18年度　 平成21年度　平成22年度 平成18年度　 平成21年度　 平成22年度

【保有車両数200両以上(28者）】 【保有車両数200両未満(35者）】

【保有車両数300両以上(59者）】 【保有車両数300両未満(83者）】
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【図３】運輸安全マネジメント実施の効果について
（出典：国土交通省メルマガ「運輸安全」　Ｈ２５．４．２．第２７号）

※上記は、保険契約（任意保険）台数1,000台あたりに換算した支払保険金（対
人傷害事故、対物事故及び車両事故）

【図４】運輸安全マネジメント「ガイドライン」の14項目とPDCAサイクル

（ １ ） 経営トップの責務

（ ２ ） 安全方針
（ ３ ） 安全重点施策

（ ４ ） 安全統括管理者の責務
（ ５ ） 要員の責任・権限
（ ６ ） 情報伝達及びコミュニケーションの確保
（ ７ ） 事故、ヒヤリ・ハット情報等の収集・活用
（ ８ ） 重大な事故等への対応
（ ９ ） 関係法令等の遵守の確保
（10） 安全管理体制の構築・改善に必要な教育・訓練等

（11） 内部監査

（12） マネジメントレビューと継続的改善

（13） 文書の作成及び管理
（14） 記録の作成及び維持

P

D

C
A
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ISO39001も運輸安全マネジメント制度と
「マネジメントシステム」である点で共通し
ており、運輸安全マネジメントでしっかり取
り組んだ事業者が着実に成果につなげて
いる実績を鑑みれば、ISO39001にも同様
の成果を期待できる。

6．おわりに　

国土交通省は、これまで運送事業者に
対して運輸安全マネジメントの実施を推
進してきている。とりわけ、今まで取り組
みが十分に進んでいなかった中小事業者
についても、認定セミナー活用によるイン
センティブの付与を通して、運輸安全マネ
ジメントのより一層の浸透・定着を進めて
いる。また、運輸安全マネジメントの実施
にあたり、できることから着実に取り組む
ことが推奨されていることから、マネジメ
ントシステムを即座に導入できない事業者
においても、着手可能なことから一つずつ
始めてＰＤＣＡサイクルを回していくこと
により、「輸送の安全性の向上」を図るこ
とが期待されている。

ISO39001についても、直ちに認証取得
に取りかかることができない企業や組織
においては、規格の要求事項を参考にし
ながら、リスクの洗い出し手法やRTS注4）

パフォーマンスファクターを活用した目標
設定手法等を用いて、より実効的な事故
防止対策を検討していく等、自社の事故防
止対策にISO39001の理念や考え方を少し
ずつ取り入れていくことでもよいだろう。
運送事業者以外の一般企業や組織にお
いても、事故の頻発・増加に伴う重大事故
発生を懸念したり、従来の事故防止対策
への限界を感じているのであれば、ぜひ、
「マネジメントシステム」の活用を検討い
ただきたい。

ただし、マネジメントシステムの導入は
万能薬ではなく、あくまで経営を円滑にお
こなうためのツールである。マネジメント
システムを導入することが目的ではなく、
事故防止に向け、有効に機能させ活用す

①組織の状況を理解し、利害関係者のニーズおよび期待を理解し、組織が守るべき法的要求
事項および道路交通安全に関するその他の要求事項を決定する（箇条4）

②経営トップが明確に方針を示し、組織の役割、責任および権限を割り当てる（箇条5）
③その方針を具体化するために、組織のリスクを洗い出し、組織が取り組む目標とそれを達成

するための計画を策定する（箇条6）。目標策定においては、ISO39001において特徴的に見
られる「RTS注4）パフォーマンスファクター」という「ファクター」を特定し、「要素」（＝何をどの
ように実施するか）と「基準」（＝どの尺度・ものさしで評価するか）を特定して、方針と整合を
とり、法規制・組織・利害関係者の要求事項を考慮した、監視・測定に適した数値化された目
標を設定する（箇条6）

④マネジメントシステムを運用するための支援策を講じる（箇条7）
⑤組織が定めた運用プロセスに基づいて（箇条8）、パフォーマンス結果を測定・評価し、発生

した道路交通衝突事故や道路交通インシデント注5）に対して調査を行い、分析・評価を行う
（箇条9）

⑥内部監査を実施してマネジメントレビューを行い（箇条9）、継続的改善（箇条10）につなげて
いく

ISO39001の理解しておきたいポイント、開
発の背景、特徴、規格の構成についてはイ
ンターリスク総研発行の以下刊行物にも
掲載しているので、あわせてご参照いただ
きたい。

◦2013年1月1日発行「RMFOCUS第44号」
URL：http://www.irric.co.jp/risk_
info/rm_focus/pdf/rmfocus44.pdf 

◦2012年1月1日発行「RMFOCUS第40号」
URL：http://www.irric.co.jp/risk_
info/rm_focus/pdf/rmfocus40.pdf 

◦2011年10月3日発行「InterRiskReport 
交通リスク情報2011年度No.1」
URL：http://www.irric.co.jp/risk_
info/traffic/index.html

ることが重要である。

運輸安全マネジメント制度の以下の４
点は、一般企業や組織にとっても非常に
参考になる重要なポイントである。
①経営トップが事故防止取り組みに主体

的に関与する
②輸送の安全に関する「PDCAサイクル」を

構築する（特にC、Aの取り組みが重要）
③コミュニケーションを活性化する（トップ

ダウン、ボトムアップ、縦・横方向すべて）
④事故、ヒヤリ・ハット情報を活用し事故防

止につなげる（再発防止・未然防止）

運輸安全マネジメントとISO39001の共
通点は、組織が「マネジメントシステム」を
導入し、実効性の高い事故防止体制を構
築することである。マネジメントシステムに
は、自動車運送事業者のみならず、一般企
業や組織にとっても交通事故防止取り組
みに参考となる考え方や手法が含まれてお
り、これを機に自動車事故の防止対策とし
てマネジメントシステムの導入・活用を検討
いただければ幸いである。

以上

【図５】ISO39001が求める実施手順の概要

１）現業実施部門を管理する責任・権限を持つ部門お
よび階層（経営トップおよび安全統括管理者を含
む）

2）受講内容を活用していること：セミナー実施者は
受講者あて「調査票」を配布し、受講者は運輸安
全マネジメント実施している内容につき記載し、
国土交通省あて送付する。同省が活用の有無を
判断する

3）P：プラン（計画）、D：ドゥ（実行）、Ｃ：チェック（検
証）、Ａ：アクト（改善・処置）

4）Road traffic safety＝道路交通安全
5）道路交通インシデント＝道路交通システムの構成

要素または外部要因の不備によって生じる出来事

注）

自動車事故防止
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再生医療

再
生
医
療
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法
と
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事
法
の
概
要
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よ
び
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加
工
機
関
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１．はじめに

再生医療は、これまで手術や投薬では
治療困難な疾患が治療できるようになる
など、難病疾患の根本治療を実現するも
のとして期待されている。目の網膜の難病
である加齢黄斑変性症注１）の治療に、ｉＰＳ
細胞注２）を利用する世界初の臨床研究が
日本で承認され、2014年夏をめどに実際の
患者を対象にした治療も開始される。

再生医療の実用化を推進し、患者が
迅速かつ安全に治療を受けられるように
する目的で、「再生医療等の安全性の確
保等に関する法律」（以下「再生医療新
法」）と「医薬品、医療機器等の品質、有

効性及び安全性の確保等に関する法律」
（以下「改正薬事法」）の２つの法案が、
2013年11月20日に参院本会議で可決・成
立し、2014年秋には施行される見通しで
ある。

本稿では、これら２つの再生医療に関
連する法律のポイントを概説するととも
に、細胞の培養加工を医療機関以外の加
工機関（事業者）が行う新たな事業モデ
ルに関連するリスクについて、患者の健康
被害につながる事象を中心に考察する。

２．再生医療と細胞培養加工

再生医療は、機能障害や機能不全に
陥った組織や臓器を、ヒトの細胞・組織を
用いて再生させる治療法である。将来の臨
床応用に向けて研究が進んでいるｉＰＳ細
胞は、創薬や難病解明のツールとしても期
待されている。ｉＰＳ細胞・ＥＳ細胞注３）・体
性幹細胞注４）などを用いる細胞治療には、
生体組織から体細胞を分離・精製して、体
外で特定の機能を持つ細胞に培養・加工
することで必要な組織を作り、生体内に移
植する、という工程があり、医療機関以外
の事業者がそのような細胞加工を専門に
行うという新たな事業モデルが考えられ
る。このような再生医療の実用化・事業化

により、従来の手術や投薬等の医療では
治療が困難であった疾患にも根治への途
が開かれるものとして、早期の実現が期待
される。

一方でこれまでにない新しい医療技術・
細胞加工は、安全性を確保しつつ早期実
現に向けた環境を整えるために、法律上
の制度的枠組みを必要とし、再生医療新
法の制定と薬事法の改正は、その要請に
応える法整備として位置づけられる。

日本における細胞加工を利用した再生
医療の実用化には、細胞加工物を用いた
治療法として「臨床研究」を通じて先端医
療としての実用化を目指す流れと、薬事法
に基づいた「治験」を実施して、医薬品あ
るいは医療機器として承認を得て製造販
売する流れがある。再生医療新法は前者
の臨床研究と自由診療を対象とし、後者の
治験を対象とするのが改正薬事法である
（参考文献・資料 1）、2））。

３．「再生医療新法」について

⑴制定の背景

再生医療は、ヒトの細胞・組織を用いた
治療法であるが、利用する細胞の種類に
よってリスクの程度が異なる。患者自身の

株式会社インターリスク総研
総合企画部
上席コンサルタント 　　長

は せ が わ

谷川　泰
やすし
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細胞を用いる場合（自家細胞）と、他人の
細胞を用いる場合（他家細胞あるいは同
種細胞）では、免疫拒絶反応の有無とい
う点などで異なるし、ＥＳ細胞のように受
精卵から作成したりｉＰＳ細胞のように体
細胞に遺伝子を導入して作成する場合と、
もともと体組織にある細胞を抽出する場
合では、リスクの程度は当然異なる。従来
の法制度では、これらのリスクに応じた安
全性担保の仕組みがなかった。

また、従来、医師法・医療法の下で医療
機関によって再生医療を行おうとした場
合、細胞の培養について専門的な知見を
有する外部の事業者に委託することがで
きず、医師・医療機関が自ら細胞の採取
から培養・検査・移植まで、すべての工程
を行わなければならなかった。細胞・組
織の培養加工等を、医師・医療機関がす
べて行うのは非効率な面があり、制度面
での改革が求められていた。

「再生医療新法」の施行により、細胞
の安全性の程度に応じた規制と、医療機
関から外部の専門性を有する事業者など

への細胞培養加工の委託が可能になる。
実現までには多くの技術的課題が残され
ているものの、将来的に細胞の量産化が
軌道に乗れば、生産効率化・コストダウン
が図られて再生医療の普及に弾みがつく
ものと期待される。

　

⑵「再生医療新法」のポイント

①細胞のリスクによる分類と手続き
再生医療等について、人の生命・健康に

与える影響の程度に応じ、「第一種再生医
療等」「第二種再生医療等」「第三種再生
医療等」に３分類して、それぞれ必要な手
続きを定めた（図１）。
・第一種再生医療等

ＥＳ細胞、ｉＰＳ細胞のように、国内で臨
床応用の実績がないものは、未知の領域
が多く残されていることから、腫瘍化や予
測できない有害事象が発生する可能性が
ある。これら高リスクの細胞を利用する臨
床研究や治療では、医師・医療機関は第
三者性を有する特定認定再生医療等委員

会の意見を聴いた上で、厚生労働大臣に
再生医療等の提供計画を提出しなければ
ならない。厚生労働大臣は、厚生科学審
議会の意見を聴いて安全性等について確
認し、安全性等の基準に適合していないと
きは、計画の変更を命令できる。
・第二種再生医療等

体性幹細胞のように、すでに臨床研究
として一定の症例が積みあがっているもの
は、有害事象の発生について、一定予見が
可能である。これらを用いる場合は中程
度のリスクとして、医師・医療機関は第三
者性を有する特定認定再生医療等委員会
の意見を聴いた上で厚生労働大臣に再生
医療等の提供計画を提出しなければなら
ない。
・第三種再生医療等

分化細胞（体細胞）のように自己増殖
能を持たず腫瘍化のリスクも低いものを
利用する場合には、医師・医療機関は認
定再生医療等委員会の意見を聴いた上
で、厚生労働大臣に再生医療等の提供計
画を提出しなければならない。

【図1】リスクに応じた再生医療等の提供の手続き
（厚生労働省「再生医療等の安全性の確保等に関する法律案及び薬事法等の一部を改正する法律案説明資料」（参考文献・資料1））より引用）
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このように利用する細胞のリスクの程
度に応じた手続きを定めることで、安全性
を確保する趣旨である。

②特定細胞加工物の製造の許可等
新法制定以前、治療の目的で細胞培養

を行うことは、医師法・医療法上、医療行
為に該当し、医師・医療機関以外の事業
者が細胞の培養・加工を行うことは認め
られなかった（医師法17条において「医師
でなければ医業をなしてはならない」と規
定されている）。再生医療新法の下では、
厚生労働大臣の許可を受けることで医療
機関以外の外部機関が細胞の培養加工
を行うことが可能になる。

外部機関（事業者）が医療機関等でな
い場合、特定細胞加工物注５）の製造は許
可制とし、医療機関が特定細胞加工物
の製造を委託する場合には、許可等を受
けた者または届け出をした者（「特定細
胞加工物製造事業者」(再生医療新法第
二条第８項）)に委託しなければならない
（図２）。

⑶政省令について

再生医療新法では、再生医療等の提供
に関する基準について、厚生労働省令で
定めなければならない（同法第三条第１
項）と規定されており、特定細胞加工物の
製造や品質管理の方法に関する事項（同
条第２項第三号）もこの再生医療等提供
基準の一つとして政省令で別途定められ
ることになる。政省令で定める事項は、
厚生労働省の「再生医療の安全性確保と
推進に関する専門委員会」で審議され、
2014年秋の法律施行に合わせて公布施行
される見込みである。

４．「改正薬事法」について

⑴改正の背景

現行の薬事法では、規制の対象として
「医療機器」と「医薬品」を定義してい

るが、再生医療のような細胞の培養加工
物は、両者のいずれとも異なる性質を持
つ概念である。そこで今回の法改正によ
り「再生医療等製品」注６）を「医療機器」
「医薬品」のいずれとも異なるものとして
法的に位置づけ、その定義が新たに設け
られることになった。これにより、性質を
異にしながら医薬品や医療機器として扱
われるという矛盾が解消される。

現行法制度のもとで細胞製品として販
売の承認を得るには、従来の医薬品ある
いは医療機器の審査・承認手続きがその
まま適用されるが、今回の法改正により、
条件と期限付きで製造販売の早期承認を
受けることが可能になる。

⑵「改定薬事法」のポイント

薬事法を改正する趣旨は、医薬品、医
療機器、再生医療等製品等の安全かつ迅
速な提供の確保等を図るために、所要の
措置を講ずることにある。再生医療分野
に直接関連する主な改正事項としては、①
「再生医療等製品」を新たに定義するこ

【図２】細胞培養加工の外部委託のイメージ図
（厚生労働省「再生医療等の安全性の確保等に関する法律案及び薬事法等の一部を改正する法律案説明資料」（参考文献・資料1）より引用）
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と、②「再生医療等製品」の条件・期限付
き承認制度を創設することがある。なお、
今回の改正により、薬事法の名称は、「医
薬品、医療機器等の品質、有効性及び安
全性の確保等に関する法律」に改められ
る。

①「再生医療等製品」の定義
細胞を培養加工して治療に使う再生医

療の場合、改正前の薬事法においては、
加工した細胞（＝ヒト細胞由来の製品）
は、「医薬品」あるいは「医療機器」として
規制されていた。現時点で国内で製造販
売が承認されている再生医療製品は、自
家培養表皮と自家培養軟骨の２品目のみ
だが、いずれも「医療機器」として承認さ
れていたものである。改正前の薬事法で
は、個別性、オーダーメイド性の高い再生
医療製品（＝細胞）に対して、不特定多数
の患者への投与、治療における使用を前
提として均質性と品質管理を要求する点
で無理があった。

今回の改正により、「再生医療等製品」
が新たに定義され、生きた細胞の特性を
踏まえた安全対策等の規制が設けられる
ことになる。

②再生医療等製品の特性を踏まえた規
制の構築
再生医療等製品に従来の承認制度を

適用する場合、ヒトの細胞を用いることか
ら、個人差を反映して品質が不均一とな
り、有効性を確認するためのデータ収集・
評価に長時間を要する。製造販売の審
査・承認手続きも長期にわたるので、諸外
国とくらべても競争上不利となる。

審査・承認の長期化を解消するために、
均質でない再生医療等製品について、一
定数の限られた症例から有効性が推定さ
れ、安全性が認められれば、特別に早期
に、条件および期限を付して製造販売の
承認が与えられることになる（図３）。

５．臨床研究・治療における
患者・被験者の健康被害
リスクと責任

　　
以上に述べたように、再生医療新法の

制定と薬事法の改正により、再生医療の
実用化が加速し、世界をリードする基礎
研究の社会への還元が期待されている。
治療の過程において必要となる細胞の培
養加工を、医療機関からの委託業務とし

て一般事業主が行うことは、これまでの
医療行為や製薬のいずれにも当てはまら
ない新しい事業モデルである。

今回の法制度上の整備により、医療機
関の外部で、「細胞培養加工施設」注７）に
よる受託加工が可能になり、細胞の加工
を専門とする事業が一つの産業として成
立する可能性が見えてきた。このことは、
治療プロセスの一部をいわばアウトソー
シングすることで、細胞培養工程の生産
効率が向上しコストダウンが図られるな
ど、さまざまなメリットが生じることを意
味する。一方、通常の医療行為にはない
新たなリスクについて想定し、それに適切
に対処する、という安全性確保の課題が
厳しく要求されることも忘れてはならな
い。

　

⑴細胞培養加工のリスク

細胞培養を外部の加工機関が行う場合
に想定されるリスクは、再生医療・細胞培
養加工に特有のリスクに加え、事業一般
のリスク、医療一般のリスク、医薬品一般
のリスクなどがある。また細胞の輸送・加
工・保存など各工程で複数の事業主体が
関与する場合は、業務を担う事業主体ご
とにリスクを分析、検討、測定する必要が

【図３】再生医療等製品の条件・期限付き承認制度
（厚生労働省「再生医療等の安全性の確保等に関する法律案及び薬事法等の一部を改正する法律案説明資料」（参考文献・資料1）より抜粋）
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ある。本稿では、それらすべてを網羅的に
示すのではなく、細胞の培養加工を専門
に行う事業者の視点から、想定リスクを
整理・考察する。

医療機関から細胞調製加工を受託する
事業主体について、想定される事業運営
上好ましくない事象を例示すると、表１の
ようになる。

事業運営上好ましくない事象のうち、
細胞の培養加工に特有なものには、移植
細胞が異常増殖する、ガン化する、あるい
は免疫拒絶反応が生じるなど、患者の健
康被害に直接つながる恐れがある事象が
ある。一方で目的とする細胞への分化・純
化が不十分であったり、細胞自身の活性
が悪いなど、納品の品質検査段階で確認
されれば健康被害にはつながらないが、
治療の遅延・中止などにつながる恐れが
ある事象もある。

自家細胞にもともと内在していた感染

性因子が拡大したり、患者から採取した
細胞自身の活性が悪いなど、患者の細胞
そのものに起因する事象もあれば、細胞
の取り違えや異物混入、運搬中の破損な
ど明らかに作業上のミスに起因する事象
もある。

事業を行うにあたって最も留意すべき点
は、患者や被験者の健康被害につながる
恐れがある事象への対応であることは言
うまでもない。したがって、健康被害につ
ながる可能性のある事象の未然防止、リス
ク低減に主眼を置いて工程・品質を管理
することが最優先の課題として求められ
る。表１の点線で囲った部分が患者・被験
者の健康被害に関連するリスクである。

⑵医療行為の中での位置づけ

自家細胞を用いた細胞培養加工を、細
胞治療全体の流れの中で位置づけて俯瞰

し、各工程で想定される主な有害事象を
簡略化して示すと次頁図４のようになる。

外部委託による事業モデルは、医療機
関における患者からの①細胞採取から始
まり、輸送を経て細胞加工機関での②播
種（はしゅ）、③培養、④回収、⑤試験、そ
して再び医療機関での⑥患者生体への移
植、という流れになる。細胞加工機関の工
程で発生するリスクとしては、輸送中の事
故、細胞取り違え、細胞の純化困難、異物
の混入、細胞の活性低下、保存・梱包ミス
などが想定される。医療機関における治
療の過程では、細胞採取ミス、説明不足
によるトラブル・クレーム、移植後の細胞
の異常増殖、移植細胞の脱落、医療過誤
などが考えられる。特徴的なことは、細胞
加工という工程が、治療行為の中に１つの
プロセスとして含まれるが、細胞の搬出・
搬入、一時的保管、培養加工等が独立し
た事業者によって行われ、しかも医療機

【表１】細胞培養加工の事業リスク

（インターリスク総研にて作成）

事業全般に関わる想定リスク

発生形態

経営・財務 ・キャッシュフロー
・投資・投機の失敗

法務

・施設の欠陥
・製造物責任
・その他製品に関わる事象
・法律制度改正/法令違反
・知的財産権訴訟
・個人情報の漏えい
・株主代表訴訟

労務
・雇用・労使問題
・セクハラ
・役職員の不正・犯罪

事故災害

・火災、爆発、落雷
・風災、水災、雪災
・地震 ・盗難 ・漏水
・電気的機械的事故
・労働災害
・交通事故
・ライフライン途絶
・コンピュータネットワーク障

害・犯罪

政治

経済

社会

・法律・制度改正
・規制緩和・強化
・戦争、内乱、革命、暴動、テロ
・金利・為替変動
・景気変動
・環境問題
・脅迫、暴力、誘拐

細胞培養加工の受託事業に特有の想定リスク

事象 結果

経営・財務
細胞加工中、移植、治療前に患者の病態悪化 治療遅延・中止

細胞加工中、移植、治療前に患者が死亡 加工費を請求できず不良債権化

法務

製造物責任

不法行為責任

その他製品関
連の事象

・自家細胞に内在する感染性因子の拡大
患者・被験者の健康被害

（損害賠償金負担の可能性）・移植細胞の体内分布／脱落

・細胞製品成分に移植後の生体が反応（免疫反応・炎症反応）

・工程上で何らかの有害成分の混入（汚染）

治療の遅延・中止など（投与前）
患者・被験者の健康被害（投与
後）

（損賠賠償金負担の可能性）

・細胞の分離精製技術の不備により最終的な目的細胞の純化が
不十分

・患者由来の細胞の活性が悪い

・細胞の保存・加工環境の影響による活性の低下

・細胞の取り違え

・移植条件にあう細胞の品質が得られない

・運搬中の破損等

・法令違反 ・改正薬事法や再生医療新法への対応の不備による行政処分等 営業停止や過料など

・知的財産 ・再生医療製品について海外で他社から特許権侵害で訴訟提起
される

・訴訟対応による経営資源の損
失

・個人情報 ・細胞提供者の遺伝情報を誤って漏えい ・損害賠償金の負担
・企業の信用低下

政治・経済・社会 ・再生医療に関連する特定の事業者または医療機関の不適切な
対応により、重篤な健康被害が発生

実用化に批判的な世論が高まる
とともに規制が強化され、事業継
続困難になる
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関の外部で実施される点である。
医療行為には固有の問題がある。図４

では患者の健康被害につながる恐れのあ
る主な事象を列挙しているが、留意すべ
き点は、これらの健康被害につながるさ
まざまな先行原因を究明して特定するこ
とに困難が伴うということである。医療
行為には基本的に不確定な要素なども多
く、予測できない事象が発現したり、さら
に、起きた事象を分析解明しても、最終的
にその原因を明らかに説明、確定できな
いこともあり得るからである。このような
医療に固有の原因究明の難しさがある中
で、医療行為の過程で外部の医師以外の
事業者が細胞培養を通して治療の一環を
担うことには、患者・被験者の健康被害
が生じた場合に、どの事業主体がどのよう
に責任を負担するべきかという難しい問
題を生じさせる可能性がある。

このように有害事象の要因は、工程の
さまざまな段階で生起する恐れがあるこ
とはリスクとして想定できるが、現実に認
知・把握する事象の順序としては、一般に
は患者の健康被害（重篤な場合は死亡や
後遺障害）という事態が先に発生し、その
後で原因調査を実施し、被害がどのよう

な要因で生じたのかを究明し、次にその
調査結果に基づき損失（健康被害）につ
いて誰がどのような根拠で負担すべきか
について検討するという流れになる。した
がって、健康被害が発生した場合の対処
については、法的責任の有無の検討も含
め、事業者として適切かつ迅速に対応す
ることが求められることになる。

⑶患者の健康被害に対する責任
負担のあり方（賠償責任の負
担など）

健康被害が発生し、細胞培養加工の段
階で細胞製品に欠陥が生じていたことが
原因であると疑われるようであれば、民事
上の損害賠償責任の有無が問題になる。

細胞加工機関は、通常患者や被験者と
の間で直接の契約関係はないが、培養
加工した細胞の欠陥に起因して患者に健
康被害が発生した場合には、製造物責任
法に基づく損害賠償責任を問われる可
能性がある。一方で、細胞治療は、医師
の手技によっても大きく影響を受けるの
で、医療行為に何らかの不手際があり、
それによって患者が健康被害を受けた場

合には、医師または医療機関が、診療上
の注意義務違反(過失)または説明義務
違反によって、損害賠償責任を問われる
可能性がある。医療行為と細胞加工の
両方に問題があり、原因が競合して発生
した蓋然性が高く、患者側の素因がない
のであれば、一般的には医療機関と細胞
加工機関で責任を分担することになろう
（次頁図５）。

患者の健康被害が発生して、関係者が
損害賠償請求を受けた場合、有害事象の
原因究明、特定が難しく、責任負担につ
いて判断しにくいという問題が存在する
ことは指摘したとおりである。患者本人
の素因によるものなのか、医療行為に問
題があったのか、細胞の培養工程に問題
があったのか、それともそれらの原因が
競合して生じたのか、これらの点について
明確にならないと責任の所在も明らかに
ならない。業務遂行上の過失や製品の欠
陥が存在し、それらと患者の健康被害の
間に相当因果関係があれば、細胞培養
加工業者の製造物責任・不法行為責任
が問われるし、欠陥責任や過失責任を問
えない被害であれば、一定の条件下で救
済制度に基づく補償が検討されることに

【図４】細胞培養加工を含む再生医療の流れと健康被害に関連する主な有害事象
（インターリスク総研にて作成）

医療行為
（手技の品質）

特定細胞加工物の製造
（製造物の品質）
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なる。
ところで、製造販売が承認された医薬

品は、副作用被害に対して一定の金額が
補償される医薬品被害救済制度がある。
これは医薬品医療機器総合機構法に基
づいて、厚生労働省所管の同機構が運用
する救済制度であるが、薬事法で規制の
対象となる再生医療製品に対してはこの
ような被害救済の仕組みはなかった。厚
生労働省は、医薬品同様、副作用が起き
た場合の再生医療等製品注6）を対象とす
る新たな健康被害救済制度の導入を検討
している。医薬品副作用被害の救済制度
は、製薬企業などからの拠出金を被害者
への給付金の財源としているが、再生医
療等製品については、再生医療等製品を
製造する事業者にも拠出が義務づけられ
ることになる見込みである（参考文献・資
料3））。ただし、再生医療新法に基づい
て医師の責任の下で実施される細胞の培
養・加工の委託については、薬事法の適
用外であり、特定細胞加工物と再生医療
等製品は規制される法律が異なる注5・6）。

これら賠償責任や補償について医療機
関や細胞加工培養機関が負担する理由
がないような、患者素因の偶発的な有害

事象であれば、患者本人あるいはその遺
族が単独で損失を負担することもあり得
る。患者側で納得感が得られない、ある
いは十分な理解が得られない場合にはト
ラブルに発展する恐れがあり、それを防止
するには、リスクを完全にゼロにはできな
い治療行為の性質も含めて、医師が事前
に十分な説明を実施して患者本人や家族
の理解と同意（インフォームド・コンセン
ト）を得ておくことが必須である。細胞培
養加工を医療機関から受託する事業者と
しては、直接患者側に対して治療に関す
る説明責任を負わない場合でも、医療機
関が適正な説明責任を果たせるように、
細胞培養加工に関わる必要かつ十分な情
報提供をすることが重要である。

　

⑷特定細胞加工物製造事業者と
して留意すべき２つのポイント

①医療機関との業務委託契約における
責任分担の明確化
経済産業省が2013年２月にまとめた「再

生医療の実用化・産業化に関する研究
会」報告書（参考文献・資料4））では、実
用化に向けた今後の課題として医療機関

と細胞加工機関双方の責任分担について
議論を深め、モデル契約書等を作成する
必要性が挙げられている。責任分担のあ
り方は細胞加工物製造に関するさまざま
な遵守事項等とともに検討されるべき重
要事項である。行政機関による検討結果
も踏まえつつ、業務委託内容の明確化と
ともに事前に責任分担についても取り決
めておくことが重要である。

②工程管理・品質管理、作業の記録保存
など
細胞培養加工施設の構造設備として要

求される水準、遵守事項、特定細胞加工
物製造事業者が作成すべき記録内容、保
存期間、届け出／許可／認定の申請／変
更申請書の記載事項、定期報告事項など
は、厚生労働省の政省令等で今後具体的
に明らかになる。これらを踏まえて、工程
管理および品質管理を行うことが最低限
必要になることは言うまでもない。政省令
による基準の公布施行に先立ち、一般社
団法人日本再生医療学会が「細胞調製に
関する施設及び運用に対する考え方」（参
考文献・資料5））を公表し工程管理や施
設要件の考え方を示しているので参考に

【図５】健康被害の損害分担に関するイメージ（医療機関からの委託製造による場合を想定）
（インターリスク総研にて作成）

特定細胞加工物製造業者
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１）加齢黄斑変性症
加齢により眼の網膜の中心部である黄斑に障
害が生じ、視力が低下する病気

２）ｉＰＳ細胞
様々な組織や臓器の細胞に分化する能力と
ほぼ無限に増殖する能力を持つようになっ
た多能性幹細胞で、皮膚などの細胞に数個
の遺伝子を導入して人工的に作られたもの。
人工多能性幹細胞 (induced Pluripotent 
Stem Cell:iPS細胞）

３）ＥＳ細胞
発生初期の胚由来の受精卵の一段階である
胚盤胞から取り出した内部細胞塊から作られ
た多能性幹細胞。胚性幹細胞（Embryonic 
Stem Cell:ES細胞）

4）体性幹細胞
全身の組織・臓器にもともとある幹細胞のこ
とで、受精卵から作られるＥＳ細胞（胚性幹
細胞）や遺伝子を導入して人工的に作られる
ｉＰＳ細胞（人工多能性幹細胞）から区別して
体性幹細胞とよばれる。幹細胞とは、組織や
臓器に成長する(分化する)元となる細胞で、
複数系統の細胞に分化できる能力と、細胞分
裂を経ても多分化能を維持できる能力を併せ
持つ

5）特定細胞加工物
再生医療等に用いられる細胞加工物（人また
は動物の細胞に培養その他の加工を施したも
の）のうち再生医療等製品（改正薬事法で定
義）以外のものをいう。再生医療新法で定義
される（再生医療新法第二条第４項、改正薬
事法第二条第９項）

注）

1）厚生労働省「再生医療等の安全性の確保
等に関する法律案及び薬事法等の一部を
改正する法律案説明資料」厚生科学審議
会科学技術部会再生医療の安全性確保と
推進に関する専門委員会第８回資料
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/ 
2r9852000002x9j2‑att/2r9852000002x
9n6.pdf（最終アクセス2013年11月22日）

2）厚生労働省「再生医療の安全性確保と推
進のための枠組み構築について」厚生科
学審議会科学技術部会 再生医療の安全
確保と推進に関する専門委員会　報告書
（2013年4月18日）
ht tp: //www.mhlw.go. jp/st f/sh ing i / 
2r9852000002zggt.html（最終アクセス
2013年11月22日）

3）「再生医療の被害救済〜副作用など 厚労
省、制度導入へ」『読売新聞』2013年10月8
日、朝刊

4）経済産業省「再生医療の実用化・産業化に
関する報告書」再生医療の実用化・産業化
に関する研究会（2013年2月22日）
http://www.meti.go.jp/press/2012/02/ 
20130222004/20130222004.html（最終アク
セス2013年11月22日）

5）日本再生医療学会「細胞調製に関する施
設および運用に対する考え方」（2013年9
月3日）
http://www.asas .or. jp/jsrm/pdf/
info_20130904.pdf（最終アクセス2013年11
月22日）

■参考文献・資料

なる。これらに加えて記録管理の重要性
を指摘しておきたい。業務上の記録を適
切に保存することは、健康被害などの問
題が発生した際に、業務処理の適切性に
ついて説明責任を果たすために必要であ
り、原因究明のために必要不可欠な資料
となる。不適切な記録管理は、事業者の
工程管理・品質管理に対する信頼性を損
ねる結果にもつながりかねない。

再生医療新法には、医療として提供さ
れる再生医療について、ＧＭＰ省令注８）な
どの厳しい基準に基づく薬事と同等の安
全性を確保する趣旨があることを踏まえ、
ＧＭＰ水準の細胞培養加工施設の運営を
意識した品質管理を念頭に置くことが肝
要である。

6）再生医療等製品
改正薬事法第二条第９項で定義されている。
国による審査を受けて製造・販売を承認さ
れた製品であり、再生医療新法で規制される
「特定細胞加工物」とは異なる

7）細胞培養加工施設
特定細胞加工物（再生医療新法で定義）を製
造（人または動物の細胞に培養その他の加工
を施すこと）する施設をいう（再生医療新法
第二条第４項）

8）ＧＭＰ省令
正式名称は「医薬品及び医薬部外品の製造
管理及び品質管理の基準に関する省令」。
医薬品製造所が守るべき法的要件として定
められたもので、薬事法に規定する厚生労働
省令である（ＧＭＰ:Good Manufacturing 
Practice）

　

６．おわりに

2014年秋に施行が予定されている再生
医療関連２法案についてそのポイントとな
る点、および細胞培養加工を運営する際
に考えておくべきリスクについて整理し考
察した。細胞の培養加工の事業化を進め
るにあたっては、健康被害における原因究
明の困難性も含めて想定されるリスクをよ
く認識し、患者や被験者の安全を最優先
に取り組むことが何よりも求められる。

これまで治療が困難であった難病や慢
性疾患の根治につながる再生医療の実用
化に対する期待は大きく、１日でも早く研

究の成果が社会に還元されることが望ま
れるのは言うまでもない。研究課程で患
者の健康について有害事象が発生するこ
とは、再生医療の治療法やその手続きに
ついて、国民が不信感を抱き、社会的に受
容しがたいとの認識が生まれることで、再
生医療の研究そのものを停滞させる恐れ
があることにも留意すべきである。

安全性に懸念があれば最悪の事態を
想定して予防的な対応を取るなど、慎重
な姿勢で臨むことは、事業化を軌道に乗
せて継続的に発展させるために不可欠な
要件である。

以上
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企業リスク

日
経
2
2
5
企
業
の
リ
ス
ク

情
報
開
示
状
況
レ
ポ
ー
ト

（
2
0
1
３
年
3
月
期
）

株式会社インターリスク総研
コンサルティング第一部　ERMグループ　
マネジャー・主任研究員　　   本

ほ ん ま

間　基
も と み つ

照

１．はじめに

本稿は有価証券報告書で公表される
「事業等のリスク」を2009年3月期から
2013年3月期までの５年間にわたって集
計、分析したものである。調査は日経
225に採用されている企業のうち、3月
決算で、かつ2011年3月期の決算短信に
「事業等のリスク」の記載があった65社
を対象に、その内容を継続的に追ったも
のである。

２．2013年3月期の有価証
券報告書記載のリスク
の特徴

2013年3月期の有価証券報告書に記載
された事業等のリスク（開示リスク）につ
き、表１はリスク分類ごとの開示数に関
する過去５年間の年度推移、次頁表２は
2013年3月期の業種別に見たリスク分類
ごとの前期からの変化（増減）、次頁表３
は過去３年間の上位リスク事象の詳細、
36頁表４は顕在化が報道されたリスクの
過去６年間の年度推移であり、日本経済
新聞に掲載された上場企業のリスク事象
を対象として集計したものである。

表１によると、総リスク事象数は971
件と前年から48件減少、2009年3月期の

調査開始以来、初めて減少に転じた。表
２によると、減少幅が大きかった順に、
「取引および法的問題」の32件減少、
「財務」の17件減少、「政治」の13件減
少となっている。一方で「環境問題」は
16件増加、「情報セキュリティ」は14件
増加した。「環境問題」については、昨
年度はエネルギー問題への対処が中心
だったが、今年度は環境汚染や環境規
制への対応に関する記載が多かった。
特に取引先や顧客なども対象にした環
境マネジメントの取り組みの必要性につ
いて記載する企業が多かった。 

表３によると、１位は地震・津波、２位
は為替変動、３位は景気変動と３年連
続で順位に変動はなかった。上位に位
置付けられるリスク事象については、消

(開示数)
2009年3月期 2010年3月期 2011年3月期 2012年3月期 2013年3月期

取引および法的問題 79 82 83 108 ７６ 
社会・経済 227 235 250 255 25３ 
自然現象 79 76 101 100 ９８ 
政治 85 90 93 117 1０４ 
技術 42 42 46 38 3５ 
経営および内部統制 68 70 76 86 8５ 
財務 31 35 37 39 ２２ 
製品・サービス 42 42 46 60 ５２ 
雇用 17 17 20 17 1９ 
情報セキュリティ 49 49 51 61 ７５ 
環境問題 41 47 55 75 ９１ 
労働安全衛生 17 20 22 29 2６ 
施設・設備 26 27 35 34 3５ 
合計 803 832 915 1,019 ９７１ 

集計対象社数 61 62 66 66 65

【表１】開示リスクの年度推移

（各社の有価証券報告書を基に、インターリスク総研にて作成）
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費者、投資家、取引先その他のステーク
ホルダーからその対応状況の確認を求
められる可能性もあり、ソフト面および
ハード面ともに対応力を強化すべきこと
に変わりはないといえよう。

以上が2013年3月期の有価証券報告
書記載のリスクの概略である。以下で
は、昨今、顕在化が報道されているリス
ク事象を踏まえて、2013年3月期におい
て、際立った特徴が見られるものについ
て解説する。

３．2013年3月期の日本経
済新聞に掲載された上場
企業のリスク事象の特徴

①取引および法的問題に関する
リスク

「取引および法的問題」の内訳を見る
と、「談合カルテル」「優越的地位の濫用」
の減少が目立つ。次頁表４の顕在化が報

道されたリスク事象の数を見ると2012年
は前年から9件増加しているが、件数の
水準は29件とピークであった2008年の
103件から大幅に低下している。企業に
おける取り組みが成果を上げた可能性
を指摘することもできるが、自動車関連、
電機関連企業を中心に国際カルテルの
摘発によって高額な罰金を支払わざるを
得ない事例も相次いでいる。「取引およ
び法的問題」については、継続的に、取り
組みを強化すべきリスク事象と考える。

業種 食品 化学 素材 機械 電気 自動車 建設 商業 金融 サービス 運輸 インフラ

業種詳細
（日経225ベース）

合計 食品・水産

化学・医
薬・石油・ゴ
ム・繊維・
紙パルプ

鉄鋼・非鉄・
金属・鉱業・

窯業
機械・造船

電気機械・
精密・その
他製造

自動車・自
動車部品

建設
商社・
小売り

銀行・証券・
保険・その
他金融

不動産・
サービス

鉄道・バ
ス・陸運・
海運・空
運・倉庫・
運輸関連

通信・電
力・ガス

調査対象企業数 65 5 11 8 3 12 2 2 4 3 2 4 9
増減
取引および法的問題 −32 −8 −2 0 −1 −12 0 −6 −4 0 0 −3 4
社会・経済 −2 2 0 1 2 0 −2 0 −1 −1 3 0 −6
自然現象 −2 0 0 3 1 −2 1 2 −2 −1 0 −3 −1
政治 −13 −2 4 −1 0 0 0 −2 −1 −3 −1 −3 −4
技術 −3 −1 1 −1 0 −4 1 0 0 0 0 0 1
経営および内部統制 −1 0 −3 −3 1 −2 −2 0 1 2 1 0 4
財務 −17 0 −2 −4 −1 −2 0 −1 −2 −2 1 −3 −1
製品・サービス −8 −1 0 −3 1 −2 0 −2 0 0 0 3 −4
雇用 2 0 1 0 −1 −2 −1 0 1 1 1 2 0
情報セキュリティ 14 4 1 2 4 0 0 0 1 3 0 −1 0
環境問題 16 4 −3 2 3 −1 6 0 −3 0 0 2 6
労働安全衛生 −3 −1 −2 1 0 1 0 −1 1 1 0 −3 0
施設・設備 1 1 0 2 0 0 0 0 1 1 0 0 −4

合計（増減） −48 −2 −5 −1 9 −26 3 −10 −8 1 5 −9 −5

2011年3月期 件数 2012年3月期 件数 2013年3月期 件数

1 地震、津波 56 1 地震、津波 55 1 地震、津波 → 55

2 為替変動 46 2 為替変動 51 2 為替変動 → ４８

3 景気変動 38 3 景気変動 39 3 景気変動 → ４０

4 金利変動 36 4 原材料市況の変化 37 4 金利変動 ↑ 3８

5 原材料市況の変化 29 5 金利変動 36 5 規制強化 ↑ 3５

6 他社による知的財産権侵害 28 6 規制強化 33 機密情報の漏洩 新 3５

国際法・慣習の未遵守 28 7 立法、法令改正 32 7 他社による知的財産権侵害 → 32

8 機密情報の漏洩 27 他社による知的財産権侵害 32 他社の知的財産権の侵害 → 32

他社の知的財産権の侵害 27 他社の知的財産権の侵害 32 設計の欠陥・瑕疵 新 32

株価変動 27 8 国際法・慣習の未遵守 30 １０ 水質汚染 新 3１

製品市況の変化 27 現地法令・商慣習の未遵守 30 １１ 原材料市況の変化 ↓ 30

現地法令・商慣習の未遵守 27 土壌汚染 新 30

【表2】業種別　2012年3月期から2013年3月期にかけての業種別リスク分類別の増減

【表3】2011年3月期〜2013年3月期の上位リスク事象

（各社の有価証券報告書を基に、インターリスク総研にて作成）

（各社の有価証券報告書を基に、インターリスク総研にて作成）

企業リスク
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②情報セキュリティに関するリスク

前記①のリスクとは対照的に「情報
セキュリティ」は３期連続で増加してい
る。2012年の件数は20件と2005年の58
件から比べると大きく低下しているが、
インターネットへの機密情報の流出や
SNS（Social Networking Service）
を通じた従業員からの情報漏えいな
ど、企業経営に重大な影響を及ぼす事
案が相次いでいる。このような状況を反
映して、昨今、対策強化の必要性を意識
する企業が増えているものと考える。

最近ではインターネット上での情報共
有サービスの利用や複合機からの情報
漏えいなど、IT環境の多様化と共に情
報漏えいの形態も多様化している。これ
まで以上に新たな情報漏えいの形態に
注意していかなければならない。

③海外事業拡大に伴うリスク

2013年3月期の有価証券報告書には、
テロ支援国家との取引、中国への過度
な依存、TPPへの対応、環境規制への
対応など、これまであまり見られなかっ

た事象や事例が多く記載された。前述
の国際カルテルの事例のほか、インドで
の大規模停電、ニューヨークでの巨大
ハリケーンによる首都機能の停止、アル
ジェリアやボストンマラソンでのテロ、
中国での鳥インフルエンザ問題、韓国
での大規模サイバー攻撃、エジプトでの
クーデターなど、企業単独では対処しき
れないような影響度が大きいリスク事
象の顕在化が相次いでいる。

企業は、国内の拠点のみならず海外
拠点を含めたバリューチェーン全体を取
り巻くリスクを認識し統合的に管理して
いく仕組み、および、海外拠点において
リスクが顕在化した場合に迅速かつ適
切に対処できるグローバルなリスクマネ
ジメント体制を構築していくことがます
ます求められているといえる。

４．今後の意識すべきリスク

これまで見てきたように、毎年上位に
あげられる地震・津波、為替変動、景気変
動への対応のほか、依然として数多く顕
在化している「取引および法的問題」のよ
うな既知のリスクや、改めて認識され始
めた「情報セキュリティ」「海外事業拡大
に伴うリスク」など、企業が取り組まなけ
ればならないリスクは非常に多い。

表1や表３を見る限り全体的な傾向と
して大きな変化は見られない。しかし表
２のように電気、建設で「取引および法
的問題」が減少するなど、注目されるリ
スクによって増減している状況も一部で
みられる。既知のリスクであっても、い
つ顕在化するかわからない。また経営
環境の変化に伴い未知のリスクも次 と々
顕在化している。

社会や自社の事業環境の変化を踏ま
えて、自社を取り巻くリスクを適切に把
握し、継続的に対処し、新たなリスクに
はできる限り早く対応に着手できるよう
リスクマネジメント態勢の見直し・強化
を図るべきと考える。

以上

企業リスク

2008 2009 2010 2011 2012 2013

取引および法的問題 39 −58 −22 −3 9 −13 

社会・経済 10 32 39 −42 −10 −14 

自然現象 −10 −4 −5 40 −36 −2

政治 0 6 −2 3 −1 −4

技術 −6 1 4 −2 −2 1

経営および内部統制 −22 −55 −30 −21 26 −21

財務 −2 −16 5 −3 4 −11

製品・サービス −40 −60 −6 −1 0 16

雇用 9 0 −8 −1 4 −2 

情報セキュリティ −24 −7 −9 7 2 10

環境問題 3 −4 0 −1 1 0 

労働安全衛生 4 −1 −1 2 2 −8

施設・設備 10 5 −8 −3 2 10

合計 −29 −161 −43 −25 1 −38

【表4−1】顕在化リスクの年度推移（増減数）	 （暦年）

（注）2013年は2013年1月から10月までの集計（日本経済新聞の記事を基に、インターリスク総研にて作成）

2008 2009 2010 2011 2012 2013※

取引および法的問題 103 45 23 20 29 16

社会・経済 16 48 87 45 35 21 

自然現象 12 8 3 43 7 5

政治 3 9 7 10 9 5

技術 1 5 3 1 2

経営および内部統制 143 88 58 37 63 42

財務 28 12 17 14 18 7

製品・サービス 142 82 76 75 75 91

雇用 23 23 15 14 18 16 

情報セキュリティ 27 20 11 18 20 30

環境問題 5 1 1 1 1 

労働安全衛生 8 7 6 8 10 2

施設・設備 28 33 25 22 24 34

合計 538 377 334 309 310 272

【表4−2】顕在化リスクの年度推移	 （暦年）
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１年に４回以上
3.4%

無回答
1.4%

１年に
２回以上
17.8%

2年に1回
0.2%

年1回
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　１．はじめに

前号では、国内企業におけるＢＣＰの策
定の取り組みが進んできてはいるものの、
自社内への周知や見直しの仕組みづくり
についてはいまだ多くの企業において不
十分である現状を示し、ＢＣＰの周知、教
育、見直しの仕組みづくりの具体的方策
について例示してきた。

本稿では、ＢＣＰの見直しには欠かせな
い訓練について、各企業での実施の現状、
および、ＢＣＰの実効性を高めていくため
のより効果的な訓練の実施方法について
紹介していく。

２．ＢＣＰの訓練の現状

⑴ＢＣＰ訓練の実施状況

インターリスク総研では2005年より上
場企業におけるＢＣＭ（事業継続マネジメ
ント）導入に関する実態調査をアンケート
方式で実施し、その結果を「事業継続マ
ネジメントに関する日本企業の実態調査
報告」（以下、「本報告書」と記す）にとり
まとめている。

2012年11月〜12月実施の調査結果をとり
まとめた第6回の本報告書（参考文献1））
によると、BCP策定済みの企業のうち、Ｂ
ＣＰに関する訓練を定期的に実施している
企業（「1年に4回以上」から「3年に1回」

実施までの合計）の割合は52.1％となって
いる（図1）。

前回（2011年8月〜9月）の調査をとりま
とめた第5回の本報告書（参考文献2））
と今回の第6回の本報告書を比較した結
果、定期的に訓練を実施している企業の
割合は、実に約20％も増加しており、特
に「年1回」、「1年に2回以上」実施の割
合が約10％も増加していた。この結果か
ら、ＢＣＰの実効性を高めるためには訓
練が重要であることを認識して、かつ実
際に取り組んでいる企業が着実に増加
している実態がうかがわれる。また、「全
く実施していない」企業の割合は、調査
開始以来はじめて半数以下（43.1％）と
なったが、ＢＣＰを未策定の企業の割合
（18.7％）と比較すると、いまだ多くの企
業がＢＣＰの訓練を実施していない。今

株式会社インターリスク総研
コンサルティング第二部　BCM第一グループ
マネジャー・上席コンサルタント 　　笠

か さ い

井　満
み つ お

男

【図1】ＢＣＰに関する訓練を定期的に行っている割合　　（出典：参考文献1））



38　RMFOCUS Vol.48

後、ＢＣＰを風化させないためにも「全く
実施していない」企業の割合がさらに減
少することが望まれる。

　
⑵実施されているＢＣＰ訓練

本報告書におけるＢＣＰに関する訓練
の内容と実施割合は図2の通りである。

「安否確認訓練」（70.3％）と回答した
企業の割合が最も多く、次いで「避難訓
練」（54.9％）、「簡易シナリオに基づく机
上での読み合わせ確認訓練」（32.5％）
と続く。その他実施されている訓練は、
「取引先や他事業所との通信・連絡訓
練」（23.6％）、「ITバックアップ訓練」
（15.4％）、「シナリオ非公開型のシミュ
レーション・トレーニング」（13.0％）、「事
業継続手段の実動訓練」（代替地へのス
タッフの移動、代替場所への情報転送な
ど）（8.1％）、「目標復旧時間内に事業を
再開することを確認する訓練」（6.1％）な
どである。また、「その他」の自由記載欄
には「参集訓練」、「対策本部立ち上げ訓
練」、「基幹システムの復元訓練」などの
記載がある。

安否確認訓練や避難訓練は、従来の防
災訓練の延長線での取り組みの域を出な
いケースもあるかと推察されるが、ＢＣＰ
の策定が一定の水準まで進んでいる企業
では、ＢＣＰの実効性を高めるためにさま

ざまな訓練を試行錯誤しながら実施して
いるものと思われる。

３．ＢＣＰの実効性を
高める訓練

２．⑵で概説した通り、企業で実際に
行われている訓練の内容はさまざまであ
るが、より効果的な訓練を実現するには、
実施する訓練の対象者と目的を明確にす
るとともに、現在の自社のＢＣＰの完成度
（作成したばかり/実際の運用実績あり、
など）や企業文化（チャレンジ精神が旺盛
/堅実さがモットー、など）も考慮して、企
画することが重要である。

表1に代表的な訓練方法を紹介する。

⑴保身・避難訓練

地震が発生した直後の身の安全を確保
する動作を訓練するものである。具体的
には、地震発生の合図とともに、ヘルメッ
トを着用、机の下にもぐって身の安全を確
保するなどの訓練を行う。また、建物が
火災や倒壊で危険な状態であると想定し
た場合には、あらかじめ定められた避難
場所に避難および安否確認（点呼）をす
るなどの訓練も行う。保身・避難訓練は、
役員から一般社員を対象として、地震発
生直後に実施すべき最低限の身の安全確
保の方法を覚えてもらうことを目的として
いる。

【図2】実施しているＢＣＰに関する訓練と実施割合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出典：参考文献1））
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避難訓練

簡易シナリオに基づく机上での読み合わせ確認訓練

安否確認訓練

取引先や他事業所との通信･連絡訓練

シナリオ非公開型のシミュレーション･トレーニング

ＩＴバックアップ訓練

目標復旧時間内に事業を再開することを確認する訓練

その他

無回答

事業継続手段の実動訓練
（代替地へのスタッフの移動、代替場所への情報転送など）

訓練内容 対象者 訓練目的 難易度

保身・避難訓練 全社員 身の安全の確保、避難 低

徒歩帰宅・出社訓練 全社員 帰宅・出社ルート、所要時間の把握 低

安否確認訓練 全社員 安否確認方法の習熟 低

シナリオ読み合わせ
型訓練 緊急対策本部要員 ＢＣＰの内容確認 低

クイズ型訓練 緊急対策本部要員 ＢＣＰ対応における判断力向上 中

シナリオブラインド型
シミュレーション訓練 緊急対策本部要員 ＢＣＰ対応における総合力（判断、指

示、行動）の向上 高

【表1】代表的な訓練方法の対象者、目的、難易度
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消防法に基づいて、最低限やっておくべ
き訓練である。

⑵徒歩帰宅・出社訓練

東日本大震災では首都圏においても、
鉄道、道路といった社会インフラがマヒ
し、徒歩での帰宅あるいは出社を余儀な
くされた人が多数発生した。このような
場合を想定し、自宅から会社までの徒歩
移動ルートを知り、また、どの程度の時間
が必要かを把握しようというのが徒歩帰
宅・出社訓練である。この訓練も役員か
ら一般社員を対象とする訓練であり、自
宅から会社まで歩くという「体験」を主目
的としている。また、この訓練では、「帰
宅支援ステーション」（大地震の際、コン
ビニエンスストアやガソリンスタンドなど
が水道水の提供、トイレの使用、道路状
況の提供など、可能な範囲で協力する）の
確認、徒歩帰宅の際の「集団行動」（帰宅
の際の単独行動は危険なため、帰宅ルー
トごとに集まり、リーダーを決めて大通り
を歩くことが原則行動）の理解も目的とし
ている。

東日本大震災以降、帰宅困難者対策、
また、緊急対策本部要員などの参集の課
題を解決するための方策の一つとして、
この訓練を取り入れる企業が増えてきて
いる。

⑶安否確認訓練

平常時は、上司と部下は、電話やメール
などで普通にコミュニケーションを取って
いるため、安否情報のやりとりは容易に
できると考えがちだが、いざ地震が発生
した場合には、通信の制限や輻

ふ く そ う

輳、停電、
携帯電話の電池切れなどさまざまな要因
で、全社員の安否情報の収集、整理には、
相当の時間と労力がかかると想定され
る。このため、安否確認訓練も役員から
一般社員までの全社員を対象として定期
的に実施する必要がある。

「安否確認システム」を導入している
企業であれば、訓練の事務局が全役員、
社員に「地震発生。安否を報告せよ。」

のメールを配信する。安否確認担当部署
は、それぞれの返信を確認、無事/ケガの
各々の数、ケガ人の状況、出社できる社員
数などの集計を行う。場合によっては、集
計した結果を緊急対策本部へ報告する訓
練も行う。また、返信のない役員、社員へ
の督促メールの配信、あるいは返信のな
い社員の部門長への問い合わせを行い、
全社員の安否を確認するためのアクショ
ンを確認する。

「安否確認システム」を導入していな
い企業では、「一般社員 → 課長 → 部長 
→ 緊急対策本部」といった緊急連絡網に
よって安否の確認訓練を行う。就業時間
内ならば役員、社員は目視あるいは点呼
で確認し、外出中、出張中、休暇中の社員
などは携帯電話などで安否確認を行う。
実際の地震などの場合には電話がつなが
りにくいことが想定されるため、携帯メー
ルを使用した安否の確認訓練も併せて行
うことをお勧めする。

⑷シナリオ読み合わせ型訓練

シナリオ読み合わせ型訓練は、自社の
ＢＣＰの内容を確認するための訓練であ
る。訓練の方法はさまざまであるが、最も
初歩的なものは緊急対策本部要員などを
対象とし、訓練事務局がＢＣＰを作成した
背景、ＢＣＰの構成、ＢＣＰの主要部分の
ポイントなどを説明会やセミナー形式で
解説する方法である。この方法を実施す
る際には、質疑応答の時間を十分とるこ
とで、訓練参加者に緊急時、どのような対
応を行えばよいかイメージさせることがポ
イントである。

また、少しレベルの高いシナリオ読み
合わせ型訓練としては、あらかじめ訓練
事務局が、地震などの緊急事態が発生し
た場合に緊急対策本部で生じる状況をシ
ナリオ化しておき、このシナリオに沿って
各訓練参加者が自らの台詞を読み上げて
いく方法がある。あらかじめ作成したシ
ナリオに沿って訓練参加者がＢＣＰ対応
を「演じる」訓練で、緊急時の対応をひと
とおり疑似体験することができる。２．⑵
「実施されているBCP訓練」で見てきた

通り、このシナリオ読み合わせ型訓練は、
本格的なＢＣＰ訓練としては、最も多くの
企業に採用されている。

⑸クイズ型訓練

クイズ型訓練は、緊急対策本部要員な
どを対象に、訓練事務局が訓練参加者に
ＢＣＰに関連した質問をクイズ方式で出
題し、訓練参加者がこの質問への対処方
法を検討する方法である。たとえば、社員
の帰宅の可否に関して「日没30分前に、
家族と連絡が取れないことを理由に帰宅
を希望する社員に対し、どのような指示
を出しますか？」などと質問する。この質
問に対し訓練参加者は、自社のＢＣＰに
基づいて対応策の検討を行い、回答を行
う。その後、訓練事務局がこの質問に対す
る模範解答を説明し、検討のポイントの
解説を行う。

事前に質問内容について訓練参加者に
開示しないため、訓練参加者は、あらかじ
め自社のＢＣＰを把握して訓練に臨む必
要があり、ＢＣＰの習熟度の向上が期待
できる。

　
⑹シナリオブラインド型シミュ

レーション訓練

シナリオブラインド型シミュレーショ
ン訓練は、緊急対策本部要員などを対象
に、訓練シナリオを開示しないまま訓練
参加者に被災状況などの状況を次々に付
与し、訓練参加者が与えられた状況を踏
まえて自社のＢＣＰに基づき的確に判断
する力と適切に指示を行う力を養うことを
目的としている。

具体的な訓練の進め方は次頁図3のと
おりである。

訓練参加者は、訓練を進行するコー
ディネーターとダミー機関（訓練事務局）
（以下、「ダミー機関」と記す）、そして訓
練の主役である緊急対策本部要員などで
ある。

コーディネーターは訓練の進行を担当
すると同時に、訓練参加者に訓練の進行
上のアドバイス・注意喚起を行う。

BCP
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BCP

ダミー機関は、訓練参加者が分散して
組成した各担当グループにさまざまな状
況を付与する役割と各グループからのさ
まざまな質問に回答する役割を担当す
る。ダミー機関は、その都度、社内の各部
署、消防・警察などの行政機関、取引業
者、顧客、社員の家族などになり替わって
状況付与を行い、また、各グループからの
質問に対応して地震などの緊急事態と同
様の場面を作りだす。

ダミー機関と緊急対策本部の各グルー
プは「状況付与カード」と「照会カード」を
使ってコミュニケーションを行う。

具体的には、たとえば、社員の家族か
らの安否の照会の状況付与としては、「○
○課の佐藤の家族の者です。佐藤と連絡
がとれません。無事かどうか教えてくださ
い。」という「照会カード」がダミー機関
から緊急対策本部の安否確認の担当グ
ループに渡される。これに対し、安否確認
の担当グループでは、すでにダミー機関
から入手していた「状況付与カード」や、あ
るいは訓練中に集計、整理している社員
の安否状況のデータから佐藤さんを見つ
け出し、「佐藤さんは無事です。ケガもあ
りません。安心してください。」という回答
を記入した「照会カード」を戻す。このよう

【図3】シナリオブラインド型シミュレーション訓練の進め方

に、「状況付与カード」と「照会カード」を
ダミー機関と緊急対策本部などの要員の
間でやり取りすることで、実際に地震など
の有事が発生した場合の状況を再現し、
その状況の下での的確な判断と指示を行
う訓練である。

また、この訓練は、クイズ型訓練と同様
に、訓練参加者は事前に自社のＢＣＰを
把握しておく必要があり、個々人のＢＣＰ
の習熟度の向上は無論のこと、さらに、訓
練中に明らかになった課題をＢＣＰの見直
しにつなげることも大いに期待できる。こ
のように、この訓練は、他の訓練方法と比
較して最も実践的なものといえよう。

　４．まとめ

本稿では、各企業で行われている訓練
の現状、また、代表的な訓練の方法につい
て例示してきた。

訓練を成功させる秘訣は、自社のＢＣ
Ｐの取り組みのレベルを見極め、背伸び
することなく、また、マンネリ化することな
く着実かつ継続的に企画、実施すること

である。その上で、ＢＣＰの取り組みが一
定のレベルまで進んでいる企業は、ぜひ、
実践的なシナリオブラインド型シミュレー
ション訓練にチャレンジすることをお勧め
する。

本稿を参考に、読者企業のＢＣＰの実
効性が高まれば幸いである。

以上

1）インターリスク総研「第6回事業継続マネ
ジメントに関する日本企業の実態調査報
告書」2013年5月

2）インターリスク総研「第5回事業継続マネ
ジメントに関する日本企業の実態調査報
告書」2011年12月

3）インターリスク総研 緒方順一、石丸英治 
「ＢＣＰ（事業継続計画）入門」 日本経済新
聞出版社

■参考文献・資料等
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連載 全4回　アグリビジネス
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１．はじめに

第2回（前号）では、事業を継続して
いくために、“攻め”の経営だけではなく、
その土台・基礎を盤石なものにするため
の“守り”の経営である「リスクマネジメン
ト」が大変重要な役割を果たすことを重
点的にお伝えした。

第3回（今号）では、フード＆アグリビ
ジネスにおいて特に重要なリスクについ
て、その対応策とともに解説する。

２．フード＆アグリビジネス 
において気をつけたい

「九つのリスク」

フード＆アグリビジネスを取り巻くリス
クは多種多様にわたるが、以下に示した九
つのリスクを重視するよう提案したい。

　
＜九つのリスク＞

⃝地震や台風、天候不順(冷害・干
害を含む)などの「自然災害」に関
するリスク

⃝火災、盗難等による損傷などの
「施設・設備」に関するリスク

⃝市場価格の変動や資材・原材料の
高騰などの「社会・経済環境」に
関するリスク

⃝従業員の離職や就業中の事故な
どの「人事・労務」に関するリスク

⃝食品安全、品質管理、工程管理
などにおける「製品・サービス管
理」に関するリスク

⃝情報漏えいなどの「情報セキュリ
ティ」に関するリスク

⃝取引先の倒産や契約の不履行、法
令・規制の未遵守などの「法的・
取引問題」に関するリスク

⃝担当者の横領や、資金繰りの悪化
などの「財務」に関するリスク

⃝河川・水質・大気汚染といった「環
境」に関するリスク

　

⑴「自然災害」に関するリスク

自然災害は、大気に関する現象によっ
て生じる「気象災害」（例：雨、風、雪、気
候（干害、冷害)によるもの）と、地球内
部の現象によって生じる「地震災害」(火
山噴火によるものを含む)に大別される。
さらに気象災害は、いわゆる天候不順と
いわれる災害(干害、冷害、日照に起因す
る災害)とそれ以外の災害(台風・大雨・
強風・雪等に起因する災害)の二つの事
象に分けることができる。

過去20年間(1989年から2008年)の自
然災害による被害額は、次頁図１の通り
である。

①気象災害の「干害・冷害・日照不足」
による被害
主として農林水産物の被害が相対的

に大きい。対応策としては、冷害の発生
等に耐性のある品種を選択する、生産物
を多品目化する、ほ場注）を分散させると
いうことが一例として考えられる。

②気象災害の「雨、風、雪等」による被害
上記①とは異なり、主として施設（建

物）に対する被害が大きい。

株式会社インターリスク総研
コンサルティング第一部　ERMグループ
主任コンサルタント　 依

よ だ

田　麻
ま い こ

衣子

第3回



42　RMFOCUS Vol.48

ちなみに秋田県大潟村では昨年、最
大瞬間風速が毎秒40mを超える暴風が
発生した。これにより、ビニールハウスが
飛ばされたり骨組みが崩れるなどで、全
体として約２億円の被害が生じた。対策
は多岐にわたるが、例えば園芸施設（ビ
ニールハウス、温室）における暴風対策
としては、飛来物をあらかじめ片付けて
おく、外部と通じている部分(出入口や天
窓、換気扇)はしっかり固定しておく、と
いったことが挙げられる。

③地震・火山災害による被害
施設（建物）の被害が圧倒的に大きい

ことから、建物の耐震性を強化すること
が主な対応策となる。

⑵「施設・設備」に関するリスク

「施設・設備」に関するリスクとして
は、施設（工場や店舗などの建物）や設
備に損害が生じる（毀損）事故や、施設
利用者(来客者)の施設内における事故な
どがある。

①施設（工場や店舗などの建物）や設備
に損害が生じる（毀損）事故
例えば、食品の加工設備が火災や落

雷等の偶然な事故によって使えなくなる
というリスクが考えられる。その場合、ス
プリンクラーや避雷針の設置のほか、設
備の共同・リース利用により、コスト負担
を分散させることなどが対応策の一例と

して挙げられる。

②施設利用者(来客者)の施設内におけ
る事故
来店者がレストラン等の施設の瑕疵で

転倒しケガを負ったり、給仕の際の不手
際で来店者の服を汚してしまうなどがリ
スクとして考えられる。事故を防止・低
減するための対策としては、施設・店舗
の危険箇所をチェックする、転倒防止の
ために手すり等を設置する、顧客対応・
マナーに関する研修を実施しCS向上に
努める等の方法がある。

　
⑶「社会・経済環境」に関するリ

スク

「社会・経済環境」に関するリスクと
しては、市況の変化による価格変動、原
材料の販売・調達難などが存在する。

①市況の変化
例えば農林水産物であれば、価格が

安定した作物を選択する、直売所や通販
等の直販によってコストの削減を行う、
農林水産物の販売時期を分散させると
いったことが対策として考えられる。ま
た、農林水産物そのものを販売するので
はなく、農林水産物を加工等することで
付加価値を与えて価格を維持することも
対応策となりうる。

②原材料の販売・調達難
特に二次、三次産業において重視した

いリスクである。原材料の調達が予定通
りにいかないと、生産物の価格上昇を引
き起こす原因となることや生産自体を停
止せざるを得ない状況になることも想定
される。対策としては、販売ルートや原
材料調達ルートを複数にしておく（多様
化する）ことなどが挙げられる。

　
⑷「人事・労務」に関するリスク

「人事・労務」のリスクとしては、キー
マンの喪失や従業員の離職、就業中の
事故などが主なものといえる。

①キーマンの喪失や従業員の離職
フード＆アグリビジネスでは、創業者

や一部の経験者にノウハウが集中してい
るケースが多い。

創業者や経験者などのキーマンが不
在となる、または従業員が離職してしま
うことによって、他の従業員へノウハウ
が移転できなくなったり、自社のノウハウ
が他社へ流出する、といったケースが起
こり得る。企業として組織化を行い、社
内におけるノウハウの共有スキームを構
築することが求められよう。

②就業中の事故（労働安全）
特に農作業関連では、作業中の事故

が多い。次頁図２の通り、農業就業人口
として大きな割合を占める高齢者は、農
作業事故の発生割合も圧倒的に高い。ま
た、作業中の事故としては、機械操作時
の事故が約７割を占めており、そのなか
でも乗用型トラクターを操作している際
の事故が約半数にのぼる（次頁図３）。

機械操作時の事故を防止・低減してい
くためには、手順・マニュアルを確認す
ること、手順を徹底すること、普段から
安全研修を実施することなどが対応策
の一例として挙げられる。また、乗用型
トラクターを使用する場合は、安全キャ
ブ・フレームのあるトラクターを使用す
る、シートベルトの着用を徹底する、ほ

【図１】過去の主な異常災害等と農林水産被害からみた、災害種類ごとの被害額(1989年〜2008年の累計)
（農林水産省HP掲載資料に基づきインターリスク総研にて作成）

災害種類 被害額
（総額）

［内訳］
農林水産物

［内訳］
施設事象区分
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場から出入りする際の傾斜や端の段差
に注意する、ほ場から出る際にはブレー
キを連結する等により、事故の防止や事
故発生時の損失の低減を実現すること
ができる。

⑸「製品・サービス管理」に関す
るリスク

「製品・サービス管理」のリスクは、
食中毒、異物混入などの製造物責任リ
スクがメインになる。食中毒や異物混入
による事故は、飲食店の営業停止、製品
の販売停止や製造停止、製品の回収、人
的被害に対する損害賠償などにつなが
り、企業の存続を危うくする。例えば、
2011年のユッケ食中毒事件においては、
多額の損害賠償金の支払いによって、当
該企業はこの１回の事故で倒産に至っ
た。また、事件を発生させてしまった企
業だけではなく、同業他社までもが倒産
したり、業界全体がダメージを負う可能
性もありうる。

　
　①食中毒

食中毒に関しては、図４の通り、飲食
店における発生件数が最多となってい
る（太枠部分）。食中毒予防のための対
応策としては、３原則（清潔の原則、迅
速・冷却の原則、加熱の原則）の遵守、
チェックリストを活用した衛生チェック、
必要な情報に関する記録と保存、手順の
マニュアル化や徹底、従業員への衛生教

アグリビジネス

（全体） 事件数 患者数 死者数

総数 1,100 26,699 11
原因施設判明 959 26,041 11
家庭 117 332 3
事業場 総数 45 1,076 0

給食施設 事業所等 13 336 0
保育所 7 347 0
老人ホーム 8 161 0

寄宿舎 1 14 0
その他 16 218 0

学校 総数 19 954 0
病院 総数 3 65 0

給食施設 3 65 0
寄宿舎 0 0 0
その他 0 0 0

旅館 66 3,649 0
飲食店 614 11,286 0
販売店 16 149 0
製造所 13 1,319 8
仕出屋 45 6,353 0
採取場所 1 6 0
その他 20 852 0
不明 141 658 0

【図２】年齢別農作業事故の発生件数の推移
（出典：農林水産省「平成22年度 食料・農業・農村白書」平成23年5月31日）

【図３】農作業中の死亡事故発生状況（2009年）
（出典：農林水産省「平成22年度 食料・農業・農村白書」平成23年5月31日）

育などが挙げられる。
また、製造中に機械の部品やガラス

片、かび・菌、動物の体の一部やその排
泄物といった異物が混入し、製品の販売
停止・回収に至ることがある。工程管理
を徹底する（全工程を管理する）ことで
問題のある製品の出荷を未然に防止す
る、保険に加入することで回収時の費用
を転嫁する、といったことが対応策の一

例として考えられる。
　　　

⑹「情報セキュリティ」に関する
リスク

「情報セキュリティ」に関するリスクと
しては、情報漏えいやコンピュータシステ
ム等のダウンによる業務停止などが挙げ
られる。

【図４】過去の食中毒発生状況　　 　（出典：厚生労働省「平成24年（2012年）食中毒発生状況」）
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①情報漏えいとコンピュータウイルス
感染
情報漏えいの原因は紛失・置き忘れ

や盗難が約４割を占める。また、従業員
が業務用のデータを自宅に持ち帰り、個
人所有のパソコンにデータを保存した
結果、使用したパソコンがウイルス感染
していたことによって顧客情報が流出し
てしまったケースも多い。情報漏えいへ
の対応策としては、ハード面・ソフト面そ
れぞれについて検討することが必要とな
る。ハード面としては、情報の暗号化や
アクセス制限を実施する、持ち出させな
い仕組み作りを行う等が対応策の一例
として挙げられる。また、ソフト面の対応
策としては、主要な機密情報を洗い出し
管理を強化する、従業員に対する研修の
実施などがある。

また、パソコンのコンピュータウイルス
感染は、電子メールの添付ファイルにウ
イルスが仕掛けられていることで発生す
る場合が多い。そのため、覚えのない発
信先からの添付ファイル付きのメール開
封時は厳重に注意するなどの対応が求
められる。また、ウイルスによりデータが
破壊されたときに備えて、データのバック
アップをとることも対策の一つである。

 
②システムダウン

顧客データや経理データなどが喪失す
ると影響が大きい。このようなリスクに備
え、データのバックアップ等を行っておく
ことが対応策の一例として挙げられる。

　　　
⑺「法的・取引問題」に関するリ

スク

「法的・取引問題」のリスクとしては、
取引関連法令や現地法令・商習慣の未
遵守、取引先や協力会社の倒産などが挙
げられる。

①取引関連法令や現地法令・商習慣の
未遵守
例えば、消費期限・賞味期限や成分

（割合）の表示ミス、アレルギー表示の

印字漏れ等が挙げられる。特に食品を取
り巻く法令は多岐にわたる。法令違反の
リスクを予防・低減するためには、常に関
連法規の最新情報を入手し、法改正の見
落としがないか等を確認することが重要
である。

②取引先や協力会社の倒産
取引先が倒産することによって売掛金

が回収できない、製造委託先が倒産す
ることで食品の製造ができない等のリス
クが想定される。このようなリスクに備
え、取引先や協力会社として特定の１社
に依存しすぎない、取引先や協力会社の
与信状況を常にチェックし、最新の状況
を把握することが対策の一例として挙げ
られる。

　
⑻「財務」に関するリスクとその

対応策

「財務」に関するリスクとしては、横
領・着服や廃棄率の高止まり、過大設備
投資による赤字・コスト増などがある。

①横領・着服
財務業務や集金業務を１人で担当し、

回収した手持ちの現金を着服しギャンブ
ルに使用してしまう、といったようなこ
とが想定される。この場合は、担当者の
ローテーションなどを定期的に行う、複

数人で担当する、集金先へ銀行振込を促
進する、といった対応策が考えられる。

②赤字・コスト増（廃棄率の高止まり、
過大設備投資）
廃棄率を抑制する（コストを下げる）

ために、規格外作物を利用して、別の製
品へ加工する（新たな付加価値を創出す
る）という取り組みが有効である。

また、設備投資を行ったものの減価
償却費がふくらみ、収益を圧迫する、と
いったことも考えられる。前回でも述べ
たが、初期投資だけではなくランニング
コストも考慮した適正な設備投資を行わ
なければならない。また、運営する事業
によって、経費のかかる費目は異なるこ
とが分かっている（図５）。特に３次産業
へ参入する場合、人件費の膨張について
は注意が必要である（図５太枠部分）。

　　　　　　　　
⑼「環境」に関するリスクとその

対応策

「環境」という観点からは、農薬や有
害物質の流失による土壌汚染、水質汚染
などがリスクとして想定される。地表流
出、飛散、揮発、地下浸透など流出経路
も複数存在する。適量を使用するだけで
はなく、薬品の保管や機具の管理を徹底
することなどが、対応策の一例として考
えられる。

【図５】経費の割合
（財務省HP掲載資料(法人企業統計年報特集（平成23年度）)に基づき、インターリスク総研にて加工）

農業・林業 小売業 宿泊業飲食サービス業食料品製造業
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◦農林水産省<http://www.maff.go.jp/
index.html>(最終アクセス2013年11月25日)

◦厚生労働省・食中毒事件一覧表<http://
www.mhlw.go.jp/topics/syokuchu/04.
html>(最終アクセス2013年11月25日)

◦財務省・財総研<http://www.mof.go.jp/
whats_new/2011pri.htm>(最終アクセ
ス2013年11月25日)

■参考ホームページ

アグリビジネス

リスクコントロール 回避 危険が極めて高い工程を中止する(リスク発生源の断絶)

低減 事故および災害発生の可能性を減少させたり、事故発生の
際の損害拡大を抑制する

分離 分散させる（例：施設、ほ場等を１カ所に集中させない）

リスクファイナンシング 保有 自家保険や準備金の留保等、損害が発生した場合に事業
者自身が負担する

転嫁 保険・天候デリバティブなどを利用する

３．リスクを把握し、対応策
を考える方法

ここまで、フード＆アグリビジネスに
おける主なリスクとその対応策の一例を
述べてきたが、リスクを把握し対応策を
考えるためには、まずは自社におけるリ
スクを精緻に把握する（リスクの洗い出
しと分析・評価）ことが求められる。そ
して、対処すべきリスクの優先順位を決
定することで、対応策を効率的・効果的
に講じること（リスクの処理）が可能と
なる。

　
⑴リスクアセスメント【リスクを

洗い出し(特定し)、リスクを分
析・評価するプロセス】

リスクの洗い出し（リスクの特定）は、
組織の目的の達成を実現、促進、妨害、
阻害、加速または遅延する可能性のある
事象に基づいて、リスクの所在を包括的
に把握することである。

次に、洗い出されたリスクそれぞれに
ついての、事業に与える大きさ(影響度)、
リスクの発生しやすさ（発生頻度）を分
析することが「リスクの分析」に該当す
る。そして、算出された影響度や発生頻
度から、リスクの対応優先順位をつける
ことが「リスクの評価」である。

例えばリスクの分析結果を図６のよう
な分布図に落とし込むと、リスク対策の
優先順位を検討しやすくなる。

　
⑵リスクの処理【「リスクコント

ロール」と「リスクファイナン
シング」】

リスクの処理については、リスクコント
ロールとリスクファイナンシングの二つに
分類することができる（表１）。一つの方
法に偏ることなく、各種方法をバランス
よく組み合わせることで、リスクを処理す
るためのコストを最少かつ経常化するこ
とが可能となる。

４．おわりに

今回は、『リスクマネジメント（RM）』
に焦点を当て、６次産業化などのフード
＆アグリビジネスを取り巻くリスク（想定
されるリスク）について検討を行ってき
た。次回は、最終回として、実際の企業
の事例に基づき、これまでご紹介してき
た「攻めの経営と守りの経営」と「リスク
マネジメントのあり方（リスクとその対応
策）」を総括していきたい。

　
以上

【表１】リスクの処理方法

（インターリスク総研にて作成)

【図6】リスク分析・評価イメージ　　　　　　　　　　　　　　　　　（インターリスク総研にて作成）

※あくまでもイメージ図である

圃場（ほじょう）：作物を栽培する田畑。農園。菜園。

注）
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生物多様性
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株式会社インターリスク総研
コンサルティング第一部　環境グループ
コンサルタント　　　関
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崎　悠
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【図１】 愛知目標における生物多様性回復のイメージ
（出典：環境省「平成22年版　図で見る環境・循環型社会・生物多様性白書」<http://www.env.go.jp/policy/hakusyo/zu/
h22/html/hj10010304.html> （最終アクセス2013年11月13日）

1．はじめに

2010年に名古屋市で開催された生物
多様性条約第10回締約国会議（CBD-
COP10）では、生物多様性を回復させる
ための指標となる「愛知目標注１）」が採択
された（図１）。採択文書にはビジネスセ
クターが果たすべき役割についても明記
され、生物多様性保全に対する企業の
役割を国内に広く認識させる契機となっ
た。その後、企業内における生物多様性
方針やガイドラインといった基準を策定
する動きは活発化しているものの、目標

の達成のためには、より具体的な活動に
落とし込むことが求められている。

本稿では、企業における生物多様性保
全の具体的な活動事例を紹介しながら、
事業所内の緑地を生物多様性活動に活
用するアイディアについて紹介する。

２．事業所で取り組むメリット
〜環境ＣＳＲの観点から〜

公害が社会問題となった高度経済成
長期において、事業所の緑地には防音、
防塵、防火、汚染物質の拡散防止などと
いった緩衝機能が求められた。その後の
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時代の変化に伴い、緑地が持つ気象緩
和機能（地球温暖化防止、ヒートアイラ
ンド緩和など）や、生態系および環境コ
ミュニケーションの拠点としての機能へ
の関心が高まったことを背景に、企業の
緑地に求められる役割も多様になったと
いえる。

資源開発業（石油･鉱物など）のよう
な、生物多様性への悪影響をＮＰＯから
批判されるリスクの大きい産業セクター
の企業が事業活動の中で生物多様性に
一定の配慮をすることは、リスクマネジ
メントとして理にかなっている。しかしな
がらそれ以外のセクターの企業にとって
は、生物多様性の取り組みを自社の事業
活動に関連させづらく、積極的に推進し
にくい。企業の担当者からは、「具体的
な取り組み方法がわからない」「取り組
みの効果が目に見えずわかりにくい」と
いった声を聞くことも多い。

事業所の緑地を活用した生物多様性
への取り組みは、このような担当者の悩
みに応えられる可能性を秘めている。特
に製造業など大規模事業所を有する業
種の場合、事業所内に法令上課せられた
一定面積の緑地がある場合が多い。新
たに事業所を開設する場合はもちろん、
既存の事業所でも今ある緑地で地域と
連携した活動を展開することで、事業所
における取り組みは環境ＣＳＲの重要な
コンテンツとなりうる。以下、具体的な事
例を紹介していきたい。

　

⑴再開発事業における取り組み
　
三井住友海上が神田駿河台で行った

再開発は、事業所の緑地における生物多
様性への配慮をまちづくりにつなげた事
例の一つである。この再開発では緑地面
積の拡充だけでなく、都市緑地としての
質の向上を実現している（図２）。

三井住友海上駿河台ビルは1984年の
竣工以来、100種以上の樹種が植栽され
た屋上庭園など、緑豊かな環境を育ん
できた。竣工から30年近く経過し、隣接
地に駿河台新館を建設して分散していた
本社機能を移転･統合する再開発計画が
持ち上がった際、社会から求められる都
市緑地の機能として「『いきもの』と『ま
ち』に調和する緑地」を掲げた緑化およ
び緑地改修を行った。

再開発地域は皇居と上野不忍池の緑

地をつなぐ中継地点に位置し、かつ近
隣にまとまった緑地が少ないことから、
「生態系ネットワーク（図３）」の構築を
目的として、いきものの生息環境に配慮
した緑地設計を実施した。生態系ネット
ワークの「空白地」を埋めるべく敷地面
積の41.1％の緑地（7,146㎡）を確保し、
屋上庭園を含む大部分を公開空地とし
て一般開放した（図４）。植栽樹種は人へ
のアレルギー源とならず、原則として薬
剤散布が不要で、誘致目標種として掲げ
た野鳥やチョウに木の実や花蜜などの餌
資源を提供する在来種注2）を中心に選定
した。チョウがシーズンを通して花蜜を
得られるように花期を連続させたほか、
定点カメラ付きのバードバスやバードサ
ンクチュアリの設置、緑化庇（ひさし）、
500㎡以上の大規模壁面緑化など、様々
な工夫が施されている。結果として、皇

【図３】 野鳥をモデルにした生態系ネットワークの図（薄緑色部分が野鳥の飛翔範囲）
（エコアセットTM・コンソーシアム注３）にて作成）

【図４】 一般開放された三井住友海上駿河台ビルの屋上庭園

0 100 200 400 600 800ｍ 

【図２】 再開発された三井住友海上駿河台本社地区
（左側が駿河台新館、右側が駿河台ビル）

生物多様性
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居での生息は確認されていたもののそれ
まで駿河台では確認できなかったヤマガ
ラやシメといった野鳥の誘致に成功した
ことは、生態系ネットワークがつながっ
た結果といえるだろう（図５）。

この再開発計画では、緑化によるハー
ド面の充実だけでなく、ソフト面として
ステークホルダーとのコミュニケーショ
ンも重視した。駿河台ビルの屋上庭園の
一画は菜園として無償貸出されており、
地域住民とのコミュニケーションの場と
なっている。このほか、駿河台新館に隣
接した「ＥＣＯＭ駿河台（図６）」は環境
コミュニケーション専用の施設として三
井住友海上の取り組みを展示し、様々な
イベントを開催して地域住民やＮＰＯ、
各分野の専門家との交流に活用されて
いる。来客時には緑地を案内するための
拠点にもなるこの施設では、お客さまを
含め、損害保険会社として関係する多様
なステークホルダーから、企業緑地が地
域の価値向上に貢献している様子を目
の当たりにして感激する声を聴くことも
しばしばである。

これら一連の取り組みが計画に盛り
込まれていたことが評価され、神田駿河
台での再開発事業は東京都の都市再生
特別区の認可を取得した。これにより本
社移転に必要な容積率の確保が可能と
なり、本業への直接的な便益があったと
いえる。なお駿河台ビルは、公益財団法

人都市緑化機構が運営する認定制度「Ｓ
ＥＧＥＳ（社会･環境貢献緑地評価シス
テム）」の開始当初から継続して認定を
受けており、2011年からは最高位である
Superlative Stageの認定を取得して
いる。

　

⑵既存の緑地における取り組み
　
事業所にある既存の緑地で地域と連

携した活動を展開し、環境ＣＳＲにつな
げている事例も出てきている。

　
①愛知県「命をつなぐPROJECT」

愛知県知多半島の工業地帯では、高
度経済成長期につくられた企業緑地が
時間を経て、幅約100m、長さ約10kmに
わたる樹林帯に成長している。一方で、

早く大きくなるように植栽された木々が
生長しすぎて鬱蒼とした森になり、各社
の整備が行き届かずに課題となってい
た。

2011年、内閣府の「新しい公共の場づ
くりのためのモデル事業」に採択された
ことをきっかけとして、樹林帯を所有する
企業11社と、愛知県や知多市・東海市と
いった行政、地域住民や大学生、ＮＰＯ
など、多様なステークホルダーが連携し
た「命をつなぐPROJECT」がスタートし
た。プロジェクトでは地元の大学生によ
る緑地整備（図７）やフォーラム、緑地
見学会といった各種イベントを実施し、
それらをフリーペーパー（図８）にまとめ
て広報している。広域的な視点で生物
多様性豊かな緑地を再生するための整
備を進め、地域生態系の質的向上を進

【図５】定点カメラで撮影された新たな野鳥の例（左がヤマガラ、右がシメ） 【図６】 ＥＣＯＭ駿河台（右側にみえる建物が駿河台新館）

【図７】 大学生による緑地整備が進められている
（画像提供：日本エコロジスト支援協会）
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１）正式名称は「新戦略目標・愛知目標（2011–2020
年）」。2050年までの長期目標と2020年までの短
期目標、20の個別目標から構成される

２）その地域にもともと生育する植物種。一般的な
緑化には海外原産の種や品種改良された園芸種
がよく使われるが、それらが野外へ移出して生態
系に悪影響を与えることが懸念されている

３）㈱インターリスク総研、㈱地域環境計画、住友林
業緑化㈱、住友林業㈱の４社による連携事業体

注）

めているこのプロジェクトは、愛知県の
「生態系ネットワーク形成モデル事業」
に位置づけられた。また本プロジェクト
は、2012年にインドで開催されたCBD-
COP11で愛知県の大村知事から発表さ
れ、企業が関わる地域連携の事例として
国際的にも注目を集めた。

② 横浜市「トンボはドコまで飛ぶか
フォーラム」
横浜市の京浜工業地帯では、トンボ

をシンボルにした企業緑地のネットワー

ク化プロジェクトが10年以上続いてい
る（図９）。「トンボはドコまで飛ぶか
フォーラム」では、京浜地区の企業各
社、横浜市、高校、専門家やＮＧＯが連
携して、社員や一般人を集めた定期的な
調査会を開催。捕獲したトンボにマーキ
ングして放すことで、企業間を行き来す
るトンボを調べ、各企業の緑地がネット
ワークとしてつながっていることを確か
めている。横浜市から「京浜の森づくり
事業」として選定されたこの事業では、
結果的に参加各企業の環境ＣＳＲ活動

につながっているだけでなく、参加企業
における生物多様性取り組みの意義と
緑地整備の方向性（トンボが棲める環境
をつくる）が明確になり、企業間で連携
した活動が活発化している。

　

　3．おわりに

低炭素社会実現への取り組みがいま
や企業経営の競争戦略となったように、
自然共生社会実現に向けた生物多様性
の取り組みは、既に環境経営のテーマと
して主流化し始めている。取り組みを進
めていない会社の企業経営の立場から
とらえれば、この流れは事業上のリスク
となりうる一方で、すでに取り組みを進
めている会社にとっては逆にチャンスと
なる。本稿で紹介した事例のように、事
業所の緑地を人と自然とのインターフェ
イスとして活用することは、企業が生物
多様性に取り組むうえでひとつの糸口と
いえる。

愛知目標の達成目標は2020年に定め
られているが、奇しくも2020年は東京オ
リンピックの開催される年である。今後
予定されている都市開発事業を通じて
都市部の緑地における東京発の取り組
みを全国･全世界に広げ、日本の都市緑
化の先進性を世界に知らしめる動きにな
ることを期待したい。

以上

【図８】 定期的に発行しているフリーペーパー（画像提供：日本エコロジスト支援協会）

【図９】 確認されたトンボの移動経路
（画像提供：トンボはドコまで飛ぶかフォーラム事務局）

生物多様性
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株式会社インターリスク総研
RMFOCUS編集部本情報はマスコミでの報道等をベースに編集しています。

対象期間 ： 2013年9月〜11月

火災・爆発

●福岡の診療所で火災、10人死亡
10月11日午前2時20分ごろ、福岡市博多区の

整形外科診療所で火災が発生し、１階と２階
に入院していた70~89歳の入院患者８人（男性
２人、女性６人）と、３階に住んでいた元院長
夫婦の計10人が死亡した。死因は煙を吸い込
んだことによる一酸化炭素中毒の可能性が高
い。出火当時、看護師ら診療所関係者５人と入
院患者13人の計18人が診療所内にいた。

同整形外科は地上４階・地下１階建て鉄筋コ
ンクリート造りで、延べ床面積は665㎡。診療
所のスプリンクラー設備の設置が義務づけら
れるのは6,000㎡以上であるため義務はなく、
実際に設置されていなかった。入院施設があ
り、ベッドは19床だった。

出火当時、建物内の防火扉７枚はいずれも
開いたままで、そのため煙が短時間で建物内
に充満し、逃げ遅れたとみられる。火元となっ
た１階の防火扉は、高温になるとストッパーの
部品が溶けて扉が閉まる旧式の熱感知式。ス
トッパーは溶け落ちていたが作動せず、被害を
招いた一因とされる。これは1974年の建築基
準法改正後には設置を認められない方式で、
約３年前の建物増築に伴いより早く扉がしまる
煙感知式に替える義務があったが、放置して
いたことが判明した。また、４階の防火扉につ
いては、開けても自然に閉まる「常閉」のもの
だったが、ドアノブがひもで階段の手すりと結
ばれ、閉じないようにされていた。

福岡県警によると、１階に置いてあった温熱
療法器具「ホットパック」を温める加温器が火
元とみられる。電気コードやコンセントに差し
込まれた電源プラグなど、加温器の配線部分
にショートした痕跡が見つかり、配線部分は特
に激しく焼けていた。加温器の近くには大量の
タオルが保管されていたことから、ショートで
発生した火がタオルに燃え広がった可能性が
ある。

風水雪災・豪雨・竜巻

●埼玉･千葉県等で竜巻、64人重軽傷
9月2日午後2時ごろから同2時半ごろにかけ

て、埼玉県さいたま市から越谷市、松伏町、千
葉県野田市、茨城県坂東市までほぼ直線状
に竜巻被害が発生した。竜巻が移動した距離
は国内観測史上６位の約19kmに及び、被害

の幅は100~200mだった。竜巻の強さを示す
「藤田スケール」は、６段階（Ｆ０〜Ｆ５）のう
ち、上から４番目のＦ２（約７秒間の平均風速
50~69m）だった。消防庁によると、この竜巻
で64人が重軽傷を負った。また住宅の屋根が
飛ばされたり、ガラス戸が割れたりするなどの
住家被害は、全壊が13棟、半壊が36棟、一部
破損が1,359棟に及んだ。

関東地方には九州北部から伸びる秋雨前
線が停滞しており、この前線に向かって南の
海上から暖かく湿った空気が流れ込んだのが
原因である。さらに上空には秋の冷たい空気
が入り、日中の地上気温の上昇も加わり大気
の状態が非常に不安定となっていた。南北か
らの風がぶつかった地域で雷雨や突風を伴う
「スーパーセル」と呼ばれる強力な積乱雲が
現れ、竜巻を引き起こした可能性が高い。

●台風26号で死者･不明計43人、
伊豆大島で土石流発生し35人死亡
10月11日にマリアナ諸島付近で台風26号が

発生し、大型で勢力を保ったまま、16日明け方
に伊豆諸島北部を通過。同日午前中に房総半
島東岸をかすめ、同日午後３時に三陸沖で温
帯低気圧に変わった。その後も、北海道をは
じめとした地域に影響をもたらした。この台
風により、東日本、北日本の太平洋側を中心に
大雨となった。特に東京都大島町（伊豆大島）
では１時間に100mm以上の猛烈な雨が降り、
24時間雨量が824mmに達するなど記録的な
大雨となった。また全国的に20m以上の非常
に強い風が吹き、北海道えりも岬では34.9m、
宮城県女川町では33.6m、千葉県銚子市では
33.5mの猛烈な風を記録した。

16日、伊豆大島西部において、三原山の外輪
山中腹が幅約950mにわたって崩落し、土石流
が発生した。土石流は西に向かって沢に沿うよ
うに河口部まで流れ、被害は長さ約1,200m、
範囲は約114万㎡に及んだ。この土石流は、元
町神達地区や元町三丁目といった集落を飲み
込み、11月26日現在、35人が死亡、22人が重軽
傷を負い、４人が行方不明となっている。

16日以降、伊豆大島以外の東京都や神奈川
県、千葉県、茨城県、静岡県などでも崖崩れや
土砂崩れ、突風被害などが相次いで発生し、４
人が死亡した。

●超大型台風、比直撃、死者･不明7,500人超
台風30号「ハイエン」は11月4日に発生後、

進路を西方のフィリピンに向け成長を続け、

上陸直前には中心気圧895hPaまで発達した。
8日早朝にフィリピン中部上陸後、最大風速
87.5m/s、最大瞬間風速105m/sを記録。サマー
ル島からレイテ島、セブ島にかけてフィリピン
を横断、11日にベトナム北部を通過、中国華南
地方まで達した後、勢力を弱め温帯低気圧と
なった。

フィリピン上陸後も勢力はほとんど弱まら
ず、およそ900 hPaの勢力を約１日半維持し、そ
の間同国中部の島々は60m/s以上の、竜巻に
匹敵するほどの強風と、台風による局地的な
低圧による高潮に長時間襲われた。さらに湾
の最奥部に位置する地形的要因や早朝時とい
う時間的要因などによってレイテ島のタクロバ
ンを中心に甚大な被害を受けた。10日、レイテ
州の警察は台風の進路にあった住宅や構造物
の約70~80%が破壊され、死者が１万人に達
するとの推定を発表。11日、フィリピン政府は
総人口の１割に当たる約967万人が被災したと
発表。タクロバンでは食料や金銭の略奪が発
生したことから、アキノ大統領は、非常事態宣
言を発令した。フィリピン政府によると台風襲
来から１カ月が経過した12月7日時点で、死者
5,796人、行方不明者1,779人、負傷者27,022人、
被災者数1,200万人以上にのぼる。道路・通信
等のインフラも壊滅的な被害を受け、2014年
の国内総生産（GDP）は１%程度（27億ドル相
当）押し下げられると予測した。

自動車・鉄道・船舶・航空機等事故

●伊豆大島沖で貨物船転覆、６人死亡
9月27日午前1時23分ごろ、東京・伊豆大島の

西約11kmの海上で、名古屋市の海運会社の貨
物船Ａ丸（498t）と西アフリカ・シエラレオネ船
籍の貨物船Ｂ号（2,962t）が衝突し、Ａ丸が転
覆した。Ａ丸の船長ら日本人乗組員６人が行
方不明となった。27日以降、６人全員は船内で
発見、収容され、死亡が確認された。Ａ丸は鋼
材を積んで名古屋港から千葉県の市川港に向
けて航行しており、Ｂ号は鉄スクラップを積載
して神奈川県の川崎港から韓国・釜山港に向
かっていた。Ｂ号には中国人12人とミャンマー人
１人が乗っていたが、無事だった。事故当時、現
場海域は晴れており、波の高さは2.5mだった。

下田海上保安部によると、Ａ丸は北上、Ｂ号
は南下し、ほぼ正面から向き合うように接近し
た。Ｂ号は船首の左右にへこみがあり、左舷側
のアンカーが損傷。Ａ丸も左舷側に傷があり
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「昨今の自然災害発生時に見る『社会的ジレンマ』とこれからの社会の構築に向けて」

近年、世界各地で自然災害が頻発しています。2011年3月に発生した

東日本大震災、2012年にアメリカで発生したハリケーン”サンディ”によ

る風水害、また、2013年にフィリピンに大惨事をもたらした台風30号に

よる被害は記憶に新しいところです。このような災害が発生した際に、

注目されるのが被災者の行動です。東日本大震災発生時、支援物資を

受給する際にモラルを持ってきちんと列を作って並ぶ姿や、自身の食

料も限られている状況の中、他の人に食料を差し出す日本人を見て、

その倫理観の高さを世界中が称賛しました。仮に、列を作らず我先に

と物資を奪い合っていれば、物資は末端の地域まで行き届かず、復興

はもっと遅れていたかもしれません。しかしながら、世界では同じよう

な状況に置かれた際、物資を奪い合い治安が悪化するような事態が頻

発しています。日本の被災者の行動は被災地における一般的な行動傾

向と異なるがゆえに、その「敬意と品格に基づく文化性」に世界中が驚

いたのかもしれません。

この譲り合い精神を含めた集団行動を重視した考えは、災害時に限

らず様々な場面で有益な状況を生み出します。例えば、駅前でルール

を無視して放置駐輪を行えば短期的には通勤・通学に都合が良いで

すが、多くの人がそれにならい駅前に止めていけば周辺での交通渋滞

や通行障害を招くことになります。さらには撤去・駐輪防止のための対

策費用が必要となり増税につながることも考えられ、長期的に見れば、

組織ひいては個人に対しても不利益として返ってきます。これに対し、

各人がルール通り駐輪すれば、駅前の通りの交通問題は解消されるか

もしれません。また、公共交通機関周辺の美化にも寄与することで、ブ

ロークン・ウィンドウズ理論※から、周辺地域の治安が良好になることも

考えられます。よって、放置駐輪の解消、すなわち集団ルールの遵守が、

長期的な社会全体の公共利益を増進させるのです。これらの関係は、

公益に資する行動と私益に資する行動が異なる状況を示しており、こ

れを「社会的ジレンマ」の一事例として挙げることができます。同様の

現象は、環境・政治等の社会的諸問題だけでなく、身近なグループ活動

にも当てはまる事象といえます。

従いまして、普段から利己的な考えに支配されず、震災時の日本人

が見せた「お互い助け合う」行動を常に意識することで、高度な社会を

築いていくことが重要であると考えます。そのような社会こそが、21世

紀以降の人間が構築すべき『文明社会』ではないでしょうか。
※軽微な犯罪も徹底的に取り締まることで凶悪犯罪を含めた犯罪を抑止でき

るとする環境犯罪学上の理論
（Ｓ．Ｍ．）

両船の左舷同士がぶつかったとみられる。海
上では２隻の船がすれ違う際、相手の船の左
舷側を通るルールがあり、同保安部はＢ号側
で見張りが不十分だったため回避が遅れた可
能性があるとみて調査を進めた。29日、Ｂ号の
当直責任者だった中国籍のＣ容疑者を業務上
過失致死などの疑いで逮捕した。Ｃ容疑者は
「（かじを取る乗組員に）間違って左にかじを
切るよう指示した」という趣旨の説明をしてい
ることが分かった。海上衝突予防法は、正面衝
突の危険がある場合、互いに右にかじを切る
よう定めている。同保安部などは、見張り役で
当直責任者だったＣ容疑者が、誤った指示を出
したことで事故が起きたとみている。Ｃ容疑者
とかじを取る乗組員が当直を務め、Ｃ容疑者
は船橋で見張りをしていた。

工事中、作業中の事故

●秋田、災害復旧工事で土砂崩れ、５人死亡
11月21日午後3時20分ごろ、秋田県由利本荘

市矢島町の市道の災害復旧工事現場で土砂崩
れが発生し、同市の建設会社の男性４人、女性
１人の作業員計５人が生き埋めになった。５人
は26日にかけて発見されたが、いずれも死亡
が確認された。事故当時、作業員８人が道路
ののり面を補強する工事をしていた。のり面が
幅約70m、高さ約40mにわたって崩れ、下にい
た５人が巻き込まれた。

現場は由利高原鉄道矢島駅から南南西に
約5kmの山中。現場の市道は昨年12月にの
り面が崩れて通行止めになり、今年7月下旬
から片側交互通行をしていた。今回の工事は
9月から実施していた。由利本荘市では17日

午後から21日にかけて断続的に雨が降って
いた。事故現場に近い同市矢島の降水量は、
17日から事故直前の21日午後3時までに計
122mmに上った。

現場では、地盤の弱い土を取り除き、セメ
ントを混ぜて強度を高めた改良土を入れて補
強する計画だった。12日の初雪で土がぬかる
む恐れがあったため、土を盛る作業を中断。
事故当日は土を撤去した後の斜面の下に金属
製のかごを置き、中に石を入れる補強工事を
していた。市によると、事故は盛り土を取り除
いて露出した地盤が崩落したのが引き金とな
り、工事区域外の北側斜面にまで土砂崩れが
拡大した。作業員５人は北側斜面の下で休息
していた。

施設・設備安全、レジャー中の事故

●北アルプス･立山で雪崩、スキー客７人死亡
11月23日午前10時55分ごろ、富山県立山町
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あけましておめでとうございます。
本年も引き続き小誌をご愛読いただき、ありがとうございます。
さて、近年グローバル化が進み、海外出張や海外旅行に対する心
理的なハードルが下がってきているように感じます。事実、法務省「出
入国管理統計」によれば、出入国人数に右肩上がりの傾向が見て
取れます。特に今年は、ソチ冬季オリンピックやブラジルワールドカップ
が予定されており、全世界の注目を集めるイベントが立て続けに開催
されることもあって海外渡航者のさらなる増加が予想されます。読者
の皆さまの中にも、実際に現地に渡航して観戦しようと計画されてい
る方がいらっしゃるのではないでしょうか。
海外への渡航が身近になっているときだからこそ、渡航先の国・地

域に応じた安全対策は気を緩めずに実施していきたいものです。昨
年だけを振り返ってみても、ボストンマラソンテロ事件やアルジェリア
人質拘束事件などが発生しており、テロの脅威は忘れてはならないで
しょう。このほかにも、フィリピンでの大型台風の発生や、エジプトの騒
乱など渡航者の安全を脅かす事件・事故が発生しています。ニュース
で報道されたもの以外にも、世界各地では、日本のような安全先進国
では考えられない事件・事故が日常茶飯事のように発生しています。
グローバル化の進展に伴って海外でのリスク感度が下がらないよ

うにアンテナを高く張って、安全に海外旅行を楽しんでいただきたいと
思います。
読者の皆さまのお役にたてるよう本年も最先端のRM情報を発信

してまいります。引き続きよろしくお願いいたします。
（K.K）

米田 雅子（よねだ まさこ）　

慶應義塾大学特任教授
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1978年 4月 新日本製鐵株式会社入社
1995年 4月 東京大学建築学専攻　研究生・研究員
1998年11月 NPO法人建築技術支援協会設立
2006年 4月 東京工業大学特任教授
2006年12月 建設トップランナー倶楽部設立・代表就任（現在に至る）
2007年 1月 内閣府 規制改革会議委員
2007年 3月 内閣府 地域活性化伝道師（現在に至る）
2007年 4月 慶應義塾大学 特任教授（現在に至る）
2007年 6月 内閣総理大臣表彰受賞
 （建設業の新分野進出支援に関して）
2009年 3月 JAPICに森林再生事業化委員会発足・委員長就任
 （現在に至る）
2012年 3月 東京大学より博士（環境）を授与
2013年 8月 国産材マーク推進会設立・会長就任（現在に至る）

久保 達哉（くぼ たつや）　

JSR株式会社　CSR部長
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教室講師を経て、2004年より海外勤務健康管理センターのセンター長に就任
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書）、「世界一病気に狙われている日本人」（講談社＋α新書）、「歴史を変えた
旅と病」（講談社＋α文庫）、「新型インフルエンザ『かかる前に』『かかってから』」
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防災・命の道をめざす異種の道ネットワーク
～官民一体となったレジリエンスの取り組み～

巻 頭  年間シリーズ しなやかで強靭な社会づくり 
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